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(1) 

 

CASH RADAR のアイコ

ンをダブルクリックしま

す。 

(2) 

 

プログラムメンテナンス

が行われます。 

「利用者認証」が表示さ

れるまでお待ち下さい。 

 

プログラムメンテナンス

が行われる事で、シス

テムを常に最新の状態

でご利用いただけま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１、会計メニューの起動 

① システムの起動 

起動エラーについて 

【WEB サーバーへの接続確認中にエラーが発生しました】 

・インターネット接続ができない状態である 

・セキュリティ設定により、PB システムのサーバーへのアクセスが制限されている 

 

【データアクセス時にエラーが発生しました】 

・インターネット接続ができない状態である 

・セキュリティ設定により、PB システムのサーバーへのアクセスが制限されている 

・アンインストールが正しく行われていない（システム再インストール後の起動の場合） 
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(1)  利用者認証ダイアログ

からユーザー（＝システ

ムの使用者）を選択し

ます。 

 

 

 

(2)  パスワードを入力し、

[F2 ログイン]をクリック

します。 

 

初回ログイン時にはパ

スワードの変更画面に

進みますので、必ず変

更を行って下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１、会計メニューの起動 

② 利用者認証（ログイン） 

ログインエラーについて 

【ログイン中のユーザーです】 

・同ユーザーが既に別のＰＢシステム端末にログインをしている 

  →該当する端末からログアウトする 

 

【端末セッション情報が使用中です】 

・別ユーザーが当該ＰＢシステム端末にログインした状態になっている（前回使用時に正しくログア

ウトが行われていない） 

  →該当するユーザーが当該端末にログイン、あらためてログアウトする 
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① 個人設定 
ログイン者に適用される「サーチキー」「画面サイズ」「画面デザイン」を、

任意で設定します。 

② 会計・給与 各会社の入力画面に入ります。 

③ メンテナンス メンテナンスメニューに入ります。 

④ 
ワークフロー 

（会計事務所のみ） 

ワークフローメニューに入ります。 

・会計事務所のみ表示されます。 

・ワークフロー未導入の会計事務所では「お知らせ」ボタンになります。 

⑤ トピックス 会計事務所やサポートセンターからのお知らせが表示されます。 

⑥ 
お知らせ作成 

（会計事務所のみ） 

お知らせ作成メニューに入ります。 

・会計事務所のみ表示されます。 

・ワークフロー未導入の会計事務所では表示されません（画面右上④の位置 

に表示されます）。 

⑦ 外部リンク 
会計事務所が設定した外部サイトへのリンクが表示されます。 

未設定の場合はサポートページのリンクが表示されます。 

 

 

 

 

 

 

１、会計メニューの起動 

③ メインメニューの表示 

① ② 

⑥ 

④ ③ 

⑤ ⑦ 
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(1)  メニューバー［個人設

定］-［サーチキー］の順

に選択します。 

 

(2)  各項目の「入力モード」

とドロップダウンリスト

の表示件数上限を設定

し［F2OK］をクリックしま

す。 

 

設定内容はシステムを

再起動することにより

適用されます。 

 

 

 

１、会計メニューの起動 

④ 個人設定「1.サーチキー」 

「サーチキー」とは 

個人設定「サーチキー」は、会計の仕訳入力時における入力モードの初期値を設定するメニューです。 

設定内容は、設定したユーザーがログインした際、全ての会社データに適用されます。 

（会計以外のメニューには適用されません） 

 

【入力モードを設定できる項目】 

 ・勘定科目  ・補助科目  ・摘要  ・取引先  ・消費税  ・部門 

【設定できる文字入力モード】 

 「全角かな」、「半角ｶﾅ」、「半角英数」 
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(1)  メニューバー［個人設

定］-［画面サイズ］の順

に選択します。 

 

(2)  「画面サイズ」とメニュ

ーごとの「画面要素リサ

イズ ON/OFF」を設定し

［F2OK］をクリックしま

す。 

 

設定内容はシステムを

再起動することにより

適用されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１、会計メニューの起動 

⑤ 個人設定「2.画面サイズ」 

「画面サイズ」の利用ケース 

個人設定「画面サイズ」では、使用する PC 環境に合わせて画面の表示枠のサイズを調整することが

できます。 

設定内容は、設定したユーザーがログインした際、全てのメニュー画面に適用されます。 

 

【画面サイズ設定】欄 

 「100％」とした場合、システムの初期値（1276×682）が画面の表示枠となります。 

 「モニター最大化」とすると、ディスプレイ全体に画面の表示枠が拡大されます。 

【画面要素リサイズ（ON/OFF）】欄 

  OFF（=チェックマーク無し）にしたメニューでは、画面の表示枠サイズに関わらずシステムの初

期値でフォントや表が表示されます。 

  フォントなどを拡大したくないメニューにおいては OFF にしてください。 
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(1)  メニューバー［個人設

定］-［画面カラー］の順

に選択します。 

 

(2)  「デフォルト（青系）」、

「クラシック（赤系）」い

ずれかの配色を選択し

［F2OK］をクリックしま

す。 

 

設定内容はシステムを

再起動することにより

適用されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１、会計メニューの起動 

⑥ 個人設定「3.画面カラー」 
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(1)  メインメニュー［会計・給

与］ボタンをクリックし、

会社選択画面を開きま

す。 

 

トップ画像のクリックで

もかまいません。 

 

(2)  入力を行う会社を選択

し［F2OK］をクリックしま

す。 

 

ダブルクリックでもかま

いません。 

(3)  ［会計］ボタンをクリック

して入力を始めます。 

 

 

 

１、会計メニューの起動 

⑦ 会計メニューの起動（会社データの選択） 
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① 会社コード/会社名検索 
メンテナンス［会社情報設定］で設定された会社コードおよび会社名を元に、

表示される会社データを絞り込みます。（部分一致） 

② 利用者数 
現時点で会社データを操作している者の数が表示されます。 

詳細は［F4 詳細］キーで確認をすることができます。 

③ 最終操作日時 

利用者がログアウトを行った最終日時が表示されます。 

・A/O＝会計事務所担当者 

・E/U＝顧問先利用者 

④ ［F4 詳細］ 
住所などの会社情報、並びに現時点で会社データを操作している者の情報が

表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１、会計メニューの起動 

⑧ 会社選択画面について 

会社のソート 

ヘッダーをクリックすることにより、昇順/降順に一覧の並べ替えを行うことができます。 

① 

② 

④ 

③ 
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① メニューバー 
メニューの選択や表示ウインドウの切替えを行うことができます。 

CASH RADAR PB システムの全ての画面で表示されます。 

② マイメニュー編集 
マイメニュー欄に表示させるメニューを設定します。 

設定したメニューは「マイメニュー」欄に表示されます。 

③ グラフサイズ設定 各種グラフを PDF 出力する際のサイズ調整を行います。 

④ メニュータブ 
メニューの種別ごとに分けられています。 

選択し、操作するメニューボタンをクリックします。 

⑤ メニューボタン クリックをすると操作画面に入ります。 

⑥ マイメニュー 

「マイメニュー編集」で登録されたショートカットが表示されます。 

クリックすることで、タブ移動を行わない状態でもメニューを起動すること

ができます。 

⑦ ［ESC 終了］ 給与メニューを終了し、メインメニューへ戻ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１、会計メニューの起動 

⑨ 業務メニュー画面の構成 

オンラインヘルプ 

オンラインヘルプはメニューバー［ヘルプ（H）］の他、業務メニュー内［F1 ヘルプ］からも起動・参 

照が可能です。 

① 

② 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

③ 
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２、会計メニューの概要 

① 全体の連動図 

CASH RADAR PB システム「会計」では、各種取引マスタの作成から日々の帳簿入力/出力、および監査や

決算処理までを一貫して実行することができます。 

マスタ作成 

集計表 

月次試算表 

消費税集計表 

比較試算表 

月別推移表 

PB システム給与 

決算処理 

会計帳簿 

仕訳データ入力 

会計伝票 

現金出納帳入力 

銀行帳入力 

総勘定元帳・補助元帳 

達人連動 

管理会計 

ＣＦ計算書 

入出金予定表 

資金繰り表 

予算策定 

予算実績管理 

会計監査 

データ監査 

月次締め処理 

給与データの仕訳連動 

NTT データ社「達人シリーズ」で 

申告書作成・電子申告実行 
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２、会計メニューの概要 

② 全体の処理フロー 

１.会社データの作成 

（メンテナンス［会社情報設定］メニュー） 

事業所の会社名、住所等の事業所情報の設定を行います。 

また、操作を行う担当者を設定します。 

２.マスタの作成 

３.残高の登録 

■マスタ作成タブ 

基本マスタ 

事業年度および消費税、部門、科目などを設定します。 

取引内容マスタ 

摘要（随時取引）や定時取引を作成します。 

残高登録 

利用初年度の期首残高、ならびに過去 3 年の実績値を登録します。 

４.日次業務 

５.月次業務 

■会計帳簿タブ 

仕訳日記帳や元帳から仕訳を入力します。 

■集計表タブ 

月次試算表や比較試算表、消費税集計表を出力します。 

■管理会計タブ 

キャッシュフロー計算書の作成や資金繰り、予実管理を行います。 

■会計監査タブ 

入力データのチェック、月次締め処理を行います。 

６.決算業務 

７.翌期への更新 

■決算処理タブ 

決算仕訳の入力、決算報告書の作成を行います。 

決算予測を行うことも可能です。。 

 申告は NTT データ社「達人シリーズ」で行います（データ連動）。 

 

■翌期更新（メニューバー内） 

 データを繰り越し、新年度のデータ入力を進めます。 
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 ■ 事業年度など、会社データの初期設 

 定 

■ 課税方法や経理方法の設定 

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

① 業種選択 

会社データの業種を[法人(一般)]、[法人(建設)]、[法人(医療)]、[個人事業

者]から選択します。 

選択した業種の「会計テンプレート」が会社データの科目マスタ等へ適用さ

れます。 

運用が開始された後に変更を行うことはできません。 

 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­1 基本情報設定 

① 基本情報タブ 

● 

① 
② 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
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② 当期事業年度 

システム利用を開始する事業年度を入力します。翌期更新を行う事で自動更

新されます。 

期の途中からシステムを利用する場合においても、システム利用開始月では

なく事業年度の期首日付を入力して下さい。 

③ 月次決算締め日 

事業年度が月末締めの場合は「末日締め」が適用されます。 

事業年度が月中締めの場合は「末日以外」が原則となります。 

月中締めの場合で初期表示される締め日を変更する場合は直接日付を修正し

ます。 

④ 決算期 
決算報告書などに印字される決算期を入力します。 

翌期更新を行うことで自動更新されますが、修正は可能です。 

⑤ 製造原価科目使用 
製造原価科目を使用する場合は「する」を選択します。 

業種選択で「法人(医療)」を選択した場合は「しない」と設定されます。 

⑥ 部門別集計 部門別の集計表を作成する場合は「する」を選択しします。 

⑦ 帳票設定 

各帳票における印字項目の初期値を選択します。 

◆日付：「する」の場合、出力を行った日付が帳票に印字されます。 

◆会計事務所名：該当帳票の提供元となる会計事務所名が印字されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­1 基本情報設定 

事業年度の変更 

決算月変更や事業年度短縮がある場合は「当期事業年度」の修正で対応します。 

 

 

 

Ａ：事業年度開始年月日 

   運用開始後は修正不可。 

Ｂ：事業年度終了年月日 

   修正可（ただし、月次締め処理が未実行であることが条件）。 

   ＜例＞ 

    事業年度が「1/1～12/31（12 月決算）」→『10/1～9/30（9 月決算）』に変わる場合 

       ①終了年月日を［9/30］へ変更 ※当期事業年度を「1/1～9/30」に短縮 

    ②翌期更新を実行すると、更新後の事業年度が「10/1～9/30」になる 

Ａ Ｂ 
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① 消費税計算 
消費税計算を行う場合は「する」を選択します。 

※「しない」を選択した場合、以降の項目は設定不要です 

② 経理方法 「税抜」「税込」いずれかを選択します。 

③ 課税方法 「一般」「簡易」いずれかを選択します。 

④ 主要売上の事業区分 
課税方法を「簡易」と設定した場合に、その主たる事業区分（第 1 種～第 6

種）を選択します。 

⑤ インボイス経過措置区分 

■基準期間の課税売上高が 1億円以下に該当する 

中小事業者向けの負担軽減措置を適用する場合にチェックを入れます。  

仕訳入力において金額が 10,000 円未満の場合に、免税の取引先においても

「経過措置区分＝100」が自動的に適用されます。 

 

■経過措置区分（80・50・0％）を初期値とする 

仕訳入力において「経過措置区分＝80」が初期表示されるようになります。  

チェック無しの場合は「経過措置区分＝100」が初期表示となります。 

 

 

 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­1 基本情報設定 

② 消費税関連タブ 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 
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⑥ 消費税金額の計算 

■端数処理方法 

それぞれ、切り捨て／切り上げ／四捨五入より選択します。 

内税端数処理…仕訳入力時に「内税」を選択した場合の端数処理方法です。 

外税端数処理…仕訳入力時に「外税」を選択した場合の端数処理方法です。 

 

■消費税金額の修正 

「する」を選択した場合、仕訳入力時に自動算出される消費税額を修正する

ことが可能になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­1 基本情報設定 

運用中の設定変更 

消費税計算、経理方法、課税方法を変更した場合における登録済み仕訳などへの影響は、それぞれ以

下のとおりとなります。 

 

【消費税計算】 

する→しない 登録済み仕訳において、消費税区分、消費税金額とも空欄になります。 

しない→する 

登録済み仕訳において、消費税区分〔000 税外〕、消費税金額〔\0〕がセットされます。 

ただし、「する→しない→する」とした場合は、以前設定されていた消費税区分、金額が

再セットされます 

※過年度の仕訳データに対しては適用されません。 

【経理方法】 

税込→税抜 当期、翌期の経理が全て税抜で行われます。 

税抜→税込 当期、翌期の経理が全て税込で行われます。 

          ※比較試算表など過年度の集計データに対しても、現時点の経理方法が適用されます。 

【課税方法】 

一般→簡易 

登録済みの仕訳において、課税売上の消費税区分に、一般課税時の区分ならびに「主

要売上の事業区分」に基づいて〔101 課税売上（第 1 種事業）〕や〔111 課税売上（第 1 種

事業 軽減税率）〕などがセットされます。 

簡易→一般 
登録済みの仕訳において、課税売上の消費税区分に、簡易課税時の区分に基づいて

〔100 課税売上〕や〔110 課税売上（軽減税率）〕などがセットされます。 

※過年度の仕訳データに対しては適用されません。 
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 ■ 基本情報設定「課税方法」に基づい 

 た消費税区分が表示される 

■ 略称のみ変更可能 

■ 法改正の場合自動メンテナンス実施 

 （2019 年「軽減税率」など） 

  

  

  

  

 

 

 

 

① 
消費税区分コード 

消費税区分名 

一般課税、簡易課税の各種区分が表示されます。 

追加・修正・削除を行うことはできません。 

② 略称 
仕訳日記帳など会計帳簿で表示・選択する名称です。 

任意の文言に変更可能です。（全角 3文字/半角 6文字） 

 

 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­2 消費税設定 

① 各項目について 

● 

① ② 
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 ■ 勘定科目の追加・修正・削除 

■ 補助科目の追加・修正・削除 

■ 法人税法施行規則別表二十におけ 

 る帳簿の記載事項に対応 

■ 登録上限数 勘定科目 500/年 

■ 登録上限数 補助科目数 5,000/年 

 （1 科目あたりの上限なし） 

  

  

 

 

 

 

① 
勘定科目コード 

勘定科目名 

コード（数字 4桁）、名称（全角 12 文字以内）とも既存のマスタと重複しな

い任意の文字列を登録します。 

コードについて、大分類ならびに中分類の変更はできません。 

② 補助 
勘定科目に登録されている補助科目数が表示されます。 

［＋］をクリックすると補助科目欄が展開します。 

 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­3 科目設定 

① 各項目について 

● 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 
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③ 
補助科目コード 

補助科目名 

コード（数字 4桁）、名称（全角 15 文字以内）を登録します。 

コード、名称とも他の勘定科目との重複は可能ですが、1つの勘定科目内では

重複することができません。 

④ 
カナ検索 

ローマ字検索 

仕訳入力時等の頭文字検索（サーチキー）で適用する文字列を半角 10 文字以

内で登録します。 

⑤ 貸借区分 勘定科目ごとに「借方」「貸方」いずれかを選択します。 

⑥ マイナス処理 
残高の計上方法が通常と逆になる勘定科目において「対象」を選択します。 

〔例〕貸倒引当金、売上値引き戻り高  

⑦ 消費税集計 消費税集計表の集計対象とする勘定科目において「対象」を選択します。 

⑧ 消費税区分 
消費税集計＝対象の科目において、仕訳入力時に初期表示される消費税区分

を設定します。 

⑨ 変動損益項目 
変動損益計算書の集計対象項目を設定します。 

貸借科目では設定不要です（設定欄なし）。 

⑩ 資金繰項目 資金繰り表の集計対象項目を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­3 科目設定 

科目マスタの適用範囲 

追加、修正、削除した勘定科目および補助科目は、システム上の［当期］と［翌期］の帳簿入力にお

いてのみ有効となります。 

過年度の帳簿データには適用されません。 

 

＜例＞ 

2024 年度に補助科目名を［有限会社いろは］→【いろは株式会社】へ変更。 

・2024 年以降の帳簿入力においては【いろは株式会社】 

・2023 年以前の保存帳簿では［有限会社いろは］のまま 
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(1)  追加したい行の 1 つ上

の勘定科目にカーソル

がある状態で、[F6 科目

作成]をクリックします。 

(2)  空欄の行が追加されま

すので、コード、名称等

を入力・設定します。 

(3)  ［F2 登録］をクリックしま

す。 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­3 科目設定 

② 勘定科目の追加 
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(1)  削除したい勘定科目に

カ ー ソ ル が あ る 状 態

で、[F9 行削除]をクリッ

クします。 

(2)  削除対象となった勘定

科目の行がグレーにな

ります。 

 

この段階では、削除は

実行されません。 

［F2 登録］により行が削

除されます。 

(3)  ［F2 登録］をクリックしま

す。 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­3 科目設定 

③ 勘定科目の削除 
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３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­3 科目設定 

科目の削除ができない条件 

■勘定科目 

Ａ.以下の特殊科目 

   受取手形、支払手形、割引手形、裏書手形 

仮払消費税、仮受消費税、諸口、科目未定、繰越利益 

Ｂ.補助科目がある 

Ｃ.当期（および翌期）に残高がある 

Ｄ.当期（および翌期）の仕訳で使用されている ※削除仕訳を含む 

Ｅ.摘要設定、定時取引仕訳設定、定時取引伝票設定で使用されている 

Ｆ.受取手形帳、支払手形帳で使用されている 

Ｇ.Moneytree 取込［変換ルール設定］で使用されている 

 

■補助科目 

 勘定科目のＣ～Ｇと同様 
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(1)  画面上部[勘定科目表

示順]をクリックします。 

(2)  並べ替えをしたい勘定

科目が属している「分

類」を選択します。 

 

(3)  勘定科目を[△][▽]ボタ

ンで移動し［F2 OK］をク

リックします。 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­3 科目設定 

④ 勘定科目の並べ替え 
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(1)  画面上部[勘定科目表

示順]をクリックします。 

 

ここでの「別分類への

移動」とは、“その他経

費”から“人件費”のよう

に並べ替えを行うことを

言います。 

(2)  別分類へ移動させたい

勘定科目を選択した状

態で［選択中の勘定科

目の所属分類を変更］

をクリックします。 

(3)  「変更後 分類」を選択

し［OK］をクリックしま

す。 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­3 科目設定 

⑤ 勘定科目の並べ替え（別分類への移動） 
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(1)  補助科目を作成したい

勘定科目にカーソルが

ある状態で[F7 補助作

成]をクリックします。 

(2)  空欄の行が追加されま

すので、各項目を入力

します。 

 

補助科目において［貸

借区分］以降の設定は

できません。 

(3)  ［F2 登録］をクリックしま

す。 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­3 科目設定 

⑥ 補助科目の新規作成 
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(1)  補助科目欄を展開し、

追加をしたい行を選択

した状態で[F7 補助作

成]をクリックします。 

(2)  空欄の行が追加されま

すので、各項目を入力

します。 

(3)  ［F2 登録］をクリックしま

す。 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­3 科目設定 

⑦ 補助科目の追加 
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(1)  削除したい補助科目に

カ ー ソ ル が あ る 状 態

で、[F9 行削除]をクリッ

クします。 

(2)  削除対象となった補助

科目の行がグレーにな

ります。 

 

この段階では、削除は

実行されません。 

［F2 登録］により行が削

除されます。 

(3)  ［F2 登録］をクリックしま

す。 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­3 科目設定 

⑧ 補助科目の削除 
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(1)  [F12 補助表示順]をクリ

ックします。 

(2)  補助科目の並べ替えを

行いたい勘定科目を選

択します。 

(3)  補助科目を[△][▽]ボタ

ンで移動し［F2 OK］をク

リックします。 

 

ヘッダー項目（コード、

補 助 科 目 名 、 カ ナ 検

索、ローマ字検索）をク

リックすると、各項目の

昇順・降順に並べ替え

ができます。 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­3 科目設定 

⑨ 補助科目の並べ替え 
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 ■ 部門の追加・修正・削除 

■ 共通費の配賦設定 

■ 基本情報設定にて「部門別集計 

 ＝する」の場合のみ設定 

■ 登録上限数 200 

  

  

  

  

 

 

 

(1)  階層を選択し［F2OK］を

クリックします。 

◆ 小部門のみ 

◆ 中・小部門 

◆ 大・中・小部門 

 

以下「大・中・小部門」を

選択した場合の手順を

解説します。 

(2)  大部門のコードと名称、

略称を入力し［F2 登録］

をクリックします。 

 

以下、登録した「コード」

を変更することはできま

せん。 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­4 部門設定 

● 

① 部門の新規作成 
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(3)  ［F7 中部門作成］をクリ

ックします。（新規行が

追加されます） 

(4)  中部門のコードと名称、

略称を入力し［F2 登録］

をクリックします。 

 

(5)  ［F6 小部門作成］をクリ

ックします。（新規行が

追加されます） 

 

 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­4 部門設定 
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(6)  小部門の情報を入力し

［F2 登録］をクリックしま

す。 

・コード 

・名称 

・略称 

・カナ検索 

・ローマ字検索 

・従業員数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­4 部門設定 

仕訳での使用 

仕訳入力において選択・登録ができるのは「小部門」のみとなります。 

科目等と同様にサーチキー機能で絞り込むことが可能です（コード、略称、カナ、ローマ字）。 
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(1)  追加をしたい上位部門

にカーソルがある状態

でファンクションキーを

クリックします。 

［F6 小部門作成］ 

［F7 中部門作成］ 

［F8 大部門作成］ 

 

以下、小部門の追加手

順を解説します。 

(2)  新規追加された行に各

種情報を入力し、［F2

登録］をクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­4 部門設定 

② 部門の追加 
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① コード 3 桁の数字を登録します。登録後は変更することができません。 

② 部門名 
部門の名称を全角 10 文字/半角 20 文字以内で登録します。 

登録された名称は出力帳票に適用されます。 

③ 略称 
各メニューのサーチキー等で使用する略称を全角 6 文字/半角 12 文字以内で

登録します。 

④ 
カナ検索 

ローマ字検索 

仕訳入力時等の頭文字検索（サーチキー）で適用する文字列を半角 10 文字以

内で登録します。※小部門のみ 

⑤ 従業員数 
科目別配賦設定における共通費の配賦を「従業員比率」で行う場合の従業員

数を登録します。※小部門のみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­4 部門設定 

③ 各項目について（部門マスタ設定タブ） 

① ② ③ ④ ⑤ 

コード、名称の重複 

■ コード …大・中・小部門を通して重複不可 

（例：大部門で「001」を使用している場合、大部門のほか中・小部門においても「001」は使用不可） 

■ 部門名 …重複可 

■ 略称  …同一階層内では重複不可 
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(1)  削除したい部門にカー

ソルがある状態で、[F9

行削除]をクリックしま

す。 

 

以下、小部門の削除手

順を解説します。 

(2)  削除対象となった補助

科目の行がグレーにな

ります。 

 

この段階では、削除は

実行されません。 

［F2 登録］により行が削

除されます。 

(3)  ［F2 登録］をクリックしま

す。 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­4 部門設定 

④ 部門の削除 



- 43 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部門の削除ができない条件 

■大部門、中部門 

 下の階層に部門がある。 

 

■小部門 

当期（および翌期）の仕訳で使用されている。 ※削除仕訳を含む 

期首残高登録メニュー「部門別残高登録」に残高が登録されている。 

 

なお、以下のマスタメニューで使用されている小部門を削除することは可能ですが、その場合、該 

当マスタにおける部門欄は［000.共通］に変更されます。 

・摘要設定、定時取引仕訳設定、定時取引伝票設定、Moneytree 取込［変換ルール設定］ 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­4 部門設定 
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(1)  並べ替えを行いたい部

門にカーソルがある状

態で、画面上部［部門

表示順変更］をクリック

します。 

 

以下、小部門の並べ替

え手順を解説します。 

(2)  部門を[△][▽]ボタンで

移動し［F2 OK］をクリッ

クします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­4 部門設定 

⑤ 部門の並べ替え 

大・中部門の並べ替え 

［部門表示順変更］では大部門、中部門の並べ替えも行うことができます。 

大部門、中部門の並べ替えを行った場合、それぞれの部門に属する下位部門も移動します。 
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(1)  上位部門を変更したい

部門にカーソルがある

状態で、画面上部［部

門表示順変更］をクリッ

クします。 

 

以下、小部門を別の中

部門へ変更する手順を

解説します。 

(2)  ［選択中の部門の所属

上位部門を変更］をクリ

ックします。 

 

(3)  「変更後所属部門」欄で

移動先の上位部門を選

択し、［F2OK］をクリック

します。 

 

中部門の上位部門（＝

大部門）を変更した場

合は、中部門に属する

小部門も移動します。 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­4 部門設定 

⑥ 部門の並べ替え（上位部門の変更） 
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(1)  画面上部［階層拡張］を

クリックします。 

 

［階層拡張］ボタン

は、部門を新規作成し

た際に「小部門のみ」

あるいは「中・小部門」

と階層を選択していた

場合に有効となります。 

 

(2)  追加された上位階層に

コード、名称、略称を入

力し［F2 登録］をクリック

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­4 部門設定 

⑦ 大部門および中部門階層の追加 
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(1)  画面上部［科目別配賦

設定］をクリックします。 

(2)  勘定科目ごとに「配賦

方法」を選択し［F2OK］

をクリックします。 

 

各科目とも配賦方法の

初期値は「配賦しない」

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­4 部門設定 

⑧ 共通費の配賦設定 

配賦方法 

配賦方法の初期項目は下記の 3項目です。 

独自の比率を「配賦パターン設定」で追加することも可能です（手順は次頁）。 

■売上比率 

損益科目［6199 純売上高］ 

■人件費・労務費比率 

損益科目［6449 人件費 計］、製造原価科目［6329 労務費 計］ 

■従業員比率 

部門マスタ設定タブに登録された従業員数 
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(1)  配賦パターン設定タブ

を選択します。 

(2)  画面上部［パターン作

成］をクリックし、パター

ン名を入力します。 

(3)  各小部門への共通費

の「配賦比率」をパーセ

ントで入力し［F2 登録］

をクリックします。 

 

配賦比率の合計欄が

「100.0％」になるように

入力して下さい。 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­4 部門設定 

⑨ 共通費の配賦設定（配賦パターン設定タブ） 



- 49 - 

 

 

 

 

 

 

(4)  新規作成したパターン

は［科目別配賦設定］

における「配賦方法」と

して選択・設定が可能

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­4 部門設定 

共通費が配賦される条件 

＜売上比率＞ ＜人件費・労務費比率＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■例：水道光熱費を「人件費・労務費比率」で配賦する 

水道光熱費「Ｚ」には「共通」を設定します。 

配賦比率を構成する人件費・労務費「Ａ～Ｅ」においては、各仕訳に小部門を正しく設定する必要が 

あります。 

Ａ～Ｅの金額（残高）に基づいた比率を用いて、「Ｚ」の額＝共通費がＡ～E の小部門に配賦されます 

 

＜従業員比率＞ ＜任意作成した配賦パターン＞ 

他科目の仕訳や科目残高には依らず、任意設定した比率を用いて共通費が各小部門へ配賦されます。 

Ｚ 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｅ 
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 ■ 勘定科目、補助科目の期首残高を 

 登録 

■ 部門別の期首残高も登録可能 

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

① 
前期繰越残高 

（補助科目なし） 
勘定科目の前期繰越残高を登録します。 

② 
前期繰越残高 

（補助科目あり） 

補助科目がある勘定科目においては、補助科目ごとの前期繰越残高を登録し

ます。 

登録した金額の合計が勘定科目欄に表示されます。 

 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­5 期首残高登録 

● 

① 各項目について 

① 

② 

③ 

④ 
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③ 
借方金額合計 

貸方金額合計 
貸借区分ごとの合計額が算出されます。 

④ 差額 
借方金額合計と貸方金額郷家の差額が表示されます。 

差額がある場合においても［F2 登録］を実行することが可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期首残高登録の実行制御 

期首残高登録はシステム利用 1期目のみ実行が可能です。 

「翌期更新」により 2期目以降となった会社データにおいては、入力（修正）を行うことができなく

なります。 

 

ただし、部門別の期首残高は 2 期目以降、および過去年度においても入力（修正）が可能です。 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­5 期首残高登録 
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(1)  画面上部［部門別残高

登録］をクリックします。 

(2)  表示された小部門の前

期繰越残高を入力し、

［F2 登録］をクリックま

す。 

 

３部門ずつの入力・登

録となります。 

(3)  4 部門以上ある場合は

［F12 次部門］あるいは

［F11 前部門］で対象を

切り替えて入力・登録を

進めます。 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­5 期首残高登録 

② 部門別の期首残高登録 
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① 前期繰越残高 
勘定科目、補助科目の前期繰越残高が表示されます。 

部門別残高入力を行っても金額は変動しません。 

② 共通 
前期繰越残高欄の金額が初期値となります。 

部門別残高入力を行うことで金額が変動します。直接入力はできません。 

③ 部門別残高 1 画面に 3部門ずつの表示となり、各部門の前期繰越残高を入力します。 

④ 残高クリア 

画面に表示されている 3部門の入力金額を初期化する（全て「0」とする）場

合にクリックします。 

画面に表示されていない部門の入力内容には影響しません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 各項目について（部門別残高登録） 

① ② ③ 

④ 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­5 期首残高登録 
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 ■ システム利用開始の前期、前々期、 

 3 期前の残高を登録、 

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

(1)  前期、前々期、3 期前

の 事 業 年 度 を 入 力 し

［F2 登録］をクリックしま

す。 

(2)  過去実績値を登録する

期と月を選択します。 

 

登録は 1 ヶ月単位で行

います。 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­6 過去実績値登録 

● 

① 過去実績値の入力 
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(3)  勘定科目の当月残高を

入力し［F2 登録］をクリ

ックします。 

 

「差額」がゼロでない場

合も登録は可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­6 過去実績値登録 

過去実績値登録のポイント 

＜累計額で入力＞ 

貸借科目、損益科目ともその対象年月における期首からの累計金額を登録して下さい。 

（例）1月期首の会社データ 

2024 年 1 月中の売上高￥500 2024 年 1 月の過去実績値￥500 

2024 年 2 月中の売上高￥300 2024 年 2 月の過去実績値￥800（￥300） 

 

＜繰越利益について＞ 

貸借科目［5361 繰越利益］には、繰越利益剰余金のうち「前期繰越利益」にあたる金額を入力して下

さい。 

貸借科目［当期純利益］は入力対象外であり、損益科目の残高登録で生じた差額が計上されます。 

 

＜登録の制御＞ 

過去実績値登録はシステム利用 1期目のみ実行が可能です。 

「翌期更新」により 2期目以降となった会社データにおいては、入力（修正）を行うことができなく

なります。 

ただし「年度切替」機能でシステム利用 1期目へ切り替えた場合は、入力、初期化が実行可能です。 
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(1)  画面上部［過去データ

初期化］をクリックしま

す。 

(2)  確認メッセージに対し、

「はい」を選択します。 

 

(3)  登録したデータがクリア

され、過去年度の設定

から再開します。 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­6 過去実績値登録 

② 過去実績値の初期化 
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(1)  従業員数を登録する年

度（前期、前々期、3 期

前）を選択します。 

(2)  画面上部［従業員数入

力］をクリックします。 

  各月の従業員数を入力

し［F2OK］をクリックしま

す。 

 

従業員数は、変動損益

計算書メニューに反映

されます。 

（「１人あたり売上高」ほ

か） 

 

３、マスタ作成 基本マスタの作成 

3­6 過去実績値登録 

③ 過去年度の従業員数登録 
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 ■ 取引先の新規登録・修正・削除 

■ インボイス関連情報の管理 

■ 登録上限数＝5,000 

  

  

  

  

  

  

 

 

 

(1)  最下行に取引先名、カ

ナ、ローマ字を入力しま

す。 

 

「コード」は自動附番と

なるため入力できませ

ん。 

(2)  インボイス関連「免税」

「適格」のいずれかをチ

ェックします。 

 

双方空欄でも登録を進

めることは可能です。 

 

４、マスタ作成 取引内容マスタの作成 

4­1 取引先設定 

● 

① 取引先の新規作成 
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(3)  「適格」をチェックした場

合は［F6 番号入力］をク

リックします。 

(4)  取引先の「適格事業者

番号」を入力し［F2OK］

をクリックします。 

 

適格事業者番号の登

録は必須ではありませ

ん。 

(5)  ［F2 登録］をクリックしま

す。 

 

取引先コードが附番さ

れます。 

 

 

 

４、マスタ作成 取引内容マスタの作成 

4­1 取引先設定 
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① 取引先コード 
新規登録時に自動附番されます。 

任意のコードへ変更することはできません。 

② 取引先名 取引先の名称を入力します。 

③ 
カナ検索 

ローマ字検索 

仕訳入力時等の頭文字検索（サーチキー）で適用する文字列を半角 10 文字以

内で登録します。 

④ 

免税 

適格 

（インボイス適格区分） 

取引先が免税事業者の場合には「免税」、適格事業者の場合は「適格」をチェ

ックします。 

⑤ 適格事業者番号 

適格区分が「適格」の場合に、［F6 番号入力］から登録した適格事業者番号

が表示されます。 

直接入力はできません。 

⑥ ［F6 番号入力］キー 

適格事業者番号の入力画面が起動します。  

インボイス適格区分「適格」の取引先にカーソルがある場合に有効となりま

す。 

 

 

 

 

② 各項目について 

４、マスタ作成 取引内容マスタの作成 

4­1 取引先設定 

① ② ③ ④ ⑤ 

⑥ 
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③ 取引先設定とインボイス対応の関連 

４、マスタ作成 取引内容マスタの作成 

4­1 取引先設定 

［適格］［免税］フラグによる経過措置区分の自動判定 

2023 年 10 月から開始された「インボイス制度」について、CASH RADAR PB システムでは取引先設定

メニューで適格事業者/免税事業者の管理を行います。 

取引先設定で適格事業者/免税事業者の設定をしておくことにより、仕訳入力において、課税仕入の

消費税［経過措置区分］が自動判定されます。 

 

＜取引先＞ 

 

 

 

＜仕訳入力＞ 

 

 

 

 

 

 

仕訳入力では、取引先設定の適格区分に応じ、選択した取引先の名称の先頭に［適］［免］の文言が

自動挿入され、課税仕入においてその区分に応じてインボイス経過措置区分［100］or［80］(※)が自

動判定されます。 

なお、仕訳入力では、経過措置区分を手動で変更することも可能です。 

(※) 100 or 80 は仕訳日付が 2023/10/1～2026/9/30 である場合の判定です。 

2026/10/1～2029/9/30 は 100 or 50 になり、2029/10 以降は 100 or 0 となります。（2023/10 月時点の情報） 

Ａ 
Ｂ 

Ａ 

Ｂ 
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(1)  削除したい取引先にカ

ーソルがある状態で、

[F9 行削除]をクリックし

ます。 

 

取引先は、仕訳等で使

用されていても削除が

可能です。 

(2)  削除対象となった取引

先の行がグレーになり

ます。 

 

この段階では、削除は

実行されません。 

［F2 登録］により行が削

除されます。 

(3)  ［F2 登録］をクリックしま

す。 

 

④ 取引先の削除 

４、マスタ作成 取引内容マスタの作成 

4­1 取引先設定 
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(1)  [F12 表示順変更]をクリ

ックします。 

(2)  対象の取引先にカーソ

ルを合わせ、[△][▽]ボ

タンで移動し［F2 OK］を

クリックします。 

 

ヘッダー項目（コード、

補 助 科 目 名 、 カ ナ 検

索、ローマ字検索）をク

リックすると、各項目の

昇順・降順に並べ替え

ができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 取引先の並べ替え 

４、マスタ作成 取引内容マスタの作成 

4­1 取引先設定 
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 ■ 摘要の新規登録・修正・削除 

■ 登録上限数＝5,000 

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

(1)  テンプレートに基づいた

摘要が表示されます。 

 

最下行に、名称や仕訳

情報等を入力します。 

「コード」は自動附番と

なるため入力できませ

ん。 

(2)  ［F2 登録］をクリックしま

す。 

 

コードが附番されます。 

 

４、マスタ作成 取引内容マスタの作成 

4­2 摘要設定 

● 

① 摘要の新規作成 
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① コード 新規登録時に自動附番されます。変更はできません。 

② 摘要名 

摘要の名称を入力します。 

仕訳入力メニューでにこの名称を選択することにより、設定した仕訳情報（科

目、消費税区分、部門）が反映されます。 

③ 
カナ検索 

ローマ字検索 

仕訳入力時等の頭文字検索（サーチキー）で適用する文字列を半角 10 文字以

内で登録します。 

④ 

勘定科目 

補助科目 

（借方/貸方共通） 

勘定科目と補助科目を選択します。 

⑤ 

消費税区分 

部門 

（借方/貸方共通） 

■消費税区分 

消費税区分を設定します。 

税率やインボイス経過措置を設定することはできません。これらは仕訳入

力時に設定（変更）します。 

■部門 

 部門設定を行っている場合に部門を選択します。 

 該当する部門がない場合は「000.共通」を設定します。 

 

② 各項目について 

４、マスタ作成 取引内容マスタの作成 

4­2 摘要設定 

① ② ③ ④ ⑤ 
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(1)  削除したい摘要にカー

ソルがある状態で、[F9

行削除]をクリックしま

す。 

 

摘要は、仕訳等で使用

されていても削除が可

能です。 

(2)  削除対象となった摘要

の行がグレーになりま

す。 

 

この段階では、削除は

実行されません。 

［F2 登録］により行が削

除されます。 

(3)  ［F2 登録］をクリックしま

す。 

 

③ 摘要の削除 

４、マスタ作成 取引内容マスタの作成 

4­2 摘要設定 
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(1)  [F12 表示順変更]をクリ

ックします。 

(2)  対象の摘要にカーソル

を合わせ、[△][▽]ボタ

ンで移動し［F2 OK］をク

リックします。 

 

ヘッダー項目（コード、

補 助 科 目 名 、 カ ナ 検

索、ローマ字検索）をク

リックすると、各項目の

昇順・降順に並べ替え

ができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 摘要の並べ替え 

４、マスタ作成 取引内容マスタの作成 

4­2 摘要設定 
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 ■ 定時取引（単一仕訳）の新規登録 

 修正・削除 

■ 登録上限数＝200 パターン（仕訳行 

 数の上限なし） 

  

  

  

  

  

 

 

 

(1)  画面上部［パターン作

成］をクリックします。 

初回登録の場合、パタ

ーン作成はクリックせず 

手順(2)から行います。 

 

既存パターンをコピーし

て新規作成する場合は

［パターン複製］から進

めます。 

(2)  パターン名と定時取引

（仕訳）を入力し［F2 登

録］をクリックします。 

 

仕訳は最低 1 行必要で

す。 

追加する場合は、パタ

ー ン を 選 択 し た 状 態

で、その最下行に入力

します。 

 

４、マスタ作成 取引内容マスタの作成 

4­3 定時取引仕訳設定 

● 

① 定時取引パターンの作成 
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① 定時取引パターンリスト 作成済みの定時取引パターンがリスト表示されます。 

② パターン名 リストから選択したパターンの名称が表示されます。修正可能です。 

③ 日付 
毎月の実行日を入力します。 

毎月末日に実行する取引の場合は「31」と入力して下さい 

④ 
摘要 

取引先 

摘要設定、および取引先設定に登録されているマスタを選択します。 

摘要を選択した場合、科目、消費税区分、部門は自動設定されます。 

なお、いずれもマスタからの選択ではなく、直接入力で新規設定することが

可能です。 

⑤ 

勘定科目 

補助科目 

（借方/貸方共通） 

勘定科目と補助科目を選択します。 

⑥ 

消費税 

部門 

（借方/貸方共通） 

■消費税区分 

消費税区分、税率、税額方式（内/外）インボイス経過措置を選択します。 

■部門 

 部門設定を行っている場合に部門を選択します。 

 該当する部門がない場合は「000.共通」を設定します。 

 

 

② 各項目について 

４、マスタ作成 取引内容マスタの作成 

4­3 定時取引仕訳設定 

① ② 

③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 
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⑦ 

金額 

消費税金額 

（借方/貸方共通） 

取引の金額を入力します。 

金額が不定である場合は 0 円登録でもかまいません（取込時に金額を入力す

る運用）。 

消費税金額は自動算出されますが、基本情報設定で［消費税金額の修正＝す

る］としている場合は変更入力が可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４、マスタ作成 取引内容マスタの作成 

4­3 定時取引仕訳設定 

定時取引とは 

登録された定時取引仕訳は、仕訳日記帳メニューの画面上部【定時取引取込】ボタンから仕訳データ

として一括取込を行うことができます。 

家賃やリース料支払いなど、毎月固定で発生する取引でご活用ください。 

 

～仕訳日記帳［定時取引取込］ 
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(1)  パターンを選択し、削除

したい仕訳にカーソル

がある状態で、[F9 行削

除]をクリックします。 

 

(2)  削除対象となった仕訳

の行がグレーになりま

す。 

 

この段階では、削除は

実行されません。 

［F2 登録］により行が削

除されます。 

(3)  ［F2 登録］をクリックしま

す。 

 

③ 定時取引（仕訳）の削除 

４、マスタ作成 取引内容マスタの作成 

4­3 定時取引仕訳設定 
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(1)  該当のパターンを選択

し[F12 取引表示順]をク

リックします。 

(2)  対象の摘要にカーソル

を合わせ、[△][▽]ボタ

ンで移動し［F2 OK］をク

リックします。 

 

ヘッダー項目（日付、摘

要、勘定科目、金額）を

クリックすると、各項目

の昇順・降順に並べ替

えができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 定時取引（仕訳）の並べ替え 

４、マスタ作成 取引内容マスタの作成 

4­3 定時取引仕訳設定 



- 73 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)  該当の仕訳が属するパ

ターンを選択し[F12 取

引表示順]をクリックし

ます。 

(2)  対象の仕訳にカーソル

を合わせ［選択取引の

所属パターンを変更］を

クリックします。 

 

(3)  「変更後 所属パター

ン」を選択し、［F2OK］を

クリックします。 

 

⑤ 定時取引（仕訳）のパターン移動 

４、マスタ作成 取引内容マスタの作成 

4­3 定時取引仕訳設定 
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(1)  削除対象のパターンを

選択し、画面上部[パタ

ーン削除]をクリックしま

す。 

(2)  確認ダイアログに対し

「はい」を選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 定時取引パターンの削除 

４、マスタ作成 取引内容マスタの作成 

4­3 定時取引仕訳設定 
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(1)  画面上部[パターン表

示順]をクリックします。 

(2)  対象のパターンにカー

ソルを合わせ、[△][▽]

ボタンで移動し［F2 OK］

をクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 定時取引パターンの並べ替え 

４、マスタ作成 取引内容マスタの作成 

4­3 定時取引仕訳設定 
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 ■ 定時取引（複合仕訳）の新規登録 

 修正・削除 

■ 登録上限数＝100 

  

  

  

  

  

  

 

 

 

(1)  画面上部［パターン作

成］をクリックします。 

初回登録の場合、パタ

ーン作成はクリックせず 

手順(2)から行います。 

 

既存の伝票をコピーし

て新規作成する場合は

［パターン複製］から進

めます。 

(2)  パターン名と伝票を入

力し［F2 登録］をクリック

します。 

 

1 つのパターンに 1 伝

票の登録となります。 

1 つのパターンに複数

の伝票を登録すること

はできません。 

 

４、マスタ作成 取引内容マスタの作成 

4­4 定時取引伝票設定 

● 

① 定時取引パターンの作成 
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① 定時取引パターンリスト 作成済みの定時取引パターンがリスト表示されます。 

② パターン名 リストから選択したパターンの名称が表示されます。修正可能です。 

③ 

勘定科目 

補助科目 

（借方/貸方共通） 

勘定科目と補助科目を選択します。 

④ 

消費税 

部門 

（借方/貸方共通） 

■消費税区分 

消費税区分、税率、税額方式（内/外）インボイス経過措置を選択します。 

■部門 

 部門設定を行っている場合に部門を選択します。 

 該当する部門がない場合は「000.共通」を設定します。 

⑤ 

金額 

消費税金額 

（借方/貸方共通） 

取引の金額を入力します。 

金額が不定である場合は 0 円登録でもかまいません（取込時に金額を入力す

る運用）。 

消費税金額は自動算出されますが、基本情報設定で［消費税金額の修正＝す

る］としている場合は変更入力が可能です。 

 

 

 

② 各項目について 

４、マスタ作成 取引内容マスタの作成 

4­4 定時取引伝票設定 

① 
② 

③ ④ ⑤ ⑥ 

⑦ 
⑧ 



- 78 - 

 

 

 

 

 

 

⑥ 
摘要 

取引先 

摘要設定、および取引先設定に登録されているマスタを選択します。 

いずれもマスタからの選択ではなく、直接入力で新規設定することが可能で

す。 

⑦ 
借方合計 

貸方合計 
借方、貸方それぞれの「金額」欄の合計が集計されます。 

⑧ 貸借差額 

借方合計と貸方合計の差額が集計されます。 

差額がゼロでない場合も［F2 登録］は可能です（取込時に金額を調整する運

用）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４、マスタ作成 取引内容マスタの作成 

4­4 定時取引伝票設定 

定時取引「仕訳」と「伝票」の違い 

定時取引伝票設定で作成したマスタは、会計伝票メニューで仕訳として取り込みます。 

仕訳の日付は会計伝票メニューでの取込実行時に設定します。 

また、定時取引伝票設定では 1パターン内に複数の伝票を登録することはできませんので、複数の伝

票を取り込む場合は、都度パターンを選択する運用となります。 

  

～会計伝票［定時取引取込］ 
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(1)  削除対象のパターンを

選択し、画面上部[パタ

ーン削除]をクリックしま

す。 

(2)  確認ダイアログに対し

「はい」を選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 定時取引パターンの削除 

４、マスタ作成 取引内容マスタの作成 

4­4 定時取引伝票設定 

伝票の一部削除について 

［パターン削除］はパターン自体＝伝票自体を削除するコマンドです。 

伝票自体は残し、伝票の一部の行を削除する場合は、削除対象行の勘定科目欄を Delete キーで削除

し各項目を空欄にした状態で［F2 登録］を実行して下さい。 
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(1)  画面上部[パターン表

示順]をクリックします。 

(2)  対象のパターンにカー

ソルを合わせ、[△][▽]

ボタンで移動し［F2 OK］

をクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 定時取引パターンの並べ替え 

４、マスタ作成 取引内容マスタの作成 

4­4 定時取引伝票設定 
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① メニュー間の連動 

５、会計帳簿 

5­1 会計帳簿の概要 

仕訳入力は【仕訳日記帳】をメインに行い、入力されたデータは各メニューへ相互連動されます。 

仕訳日記帳、総勘定元帳・補助元帳ほか会計帳簿の入力メニューは、法人税法施行規則別表二十における

帳簿の記載事項に対応しております。 

支払手形帳 

受取手形帳  

仕 訳 日 記 帳

総勘定元帳・補助元帳 

現金出納帳 

会計伝票 

定時取引設定 

各管理帳票、決算メニュー 

給与メニュー 

給与データ取込 

銀行帳 

摘要設定 

科目設定 

取引先設定 

入力されたすべての仕訳データおよび管理帳票は、ＰＢシステムのセンターサーバに保存され、いつでも

追加・修正・削除・出力を行うことができます。 

（複合仕訳） 
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 ［F5 画面更新］は会計帳簿の他、すべてのメニューにおいて実行可能です。 

 

 

 

② マルチ入力 

５、会計帳簿 

5­1 会計帳簿の概要 

株式会社エルモード 

顧問先端末

B 

会計事務所端末 

A 

顧問先端末

A 

会計事務所端末 

B 

会計事務所端末 

C 

マルチ入力 

CASH RADAR PB システムでは、複数のユーザー端末から１つの会社データを同時に操作すること

が可能です（マルチ入力）。 

会計帳簿メニューでは、各種データを整然とした形式および明瞭な状態で速やかに表示します。 

マルチ入力により他端末で入力したデータにおいても［F5 画面更新］機能で即座に画面へ反映されます。 

＜F5 画面更新キー＞ 

複数のユーザーが、同一会社の同一メニューを操作している場合、別ユーザーの入力内容はそれぞ

れの画面に都度表示されることはありません。 

別ユーザーが入力した内容を画面に反映させるためには、入力画面の[F5 画面更新]を実行します。 

 

マルチ入力以外でも、画面更新キーでは入力した仕訳を日付順に並べ替える機能も果たします。 
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＜例＞ 勘定科目「No6417:福利厚生費」を絞り込んで選択する 

① 名称「福」 ※全角かな ② コード番号「6」 ※半角英数 

  

③ フリガナ「ﾌ」 ※半角カナ ④ ローマ字「h」 ※半角英数 

  

① サーチキーによる仕訳項目の選択 

５、会計帳簿 

5­2 会計帳簿の共通操作 

下記の仕訳項目は、マスタ登録情報の先頭文字で絞込・選択することができます。 

■勘定科目  ■補助科目  ■摘要  ■取引先  ■部門  

■消費税区分(名称とコードのみ) 

①～④いずれも 2文字目以降を入力することでさらに絞り込まれます。 

 

【入力モードの設定】 

各項目にカーソルが当たった際の「入力モード（英数、カナ等）」を設定しておくことで、よりスムー

ズに絞込・選択を行うことができるようになります。（詳細 Pxx：④個人設定「1.サーチキー」） 

【F10 五十音キー】 

フリガナ検索においては、会計帳簿各メニューの［F10 五十音］キーにより、検索サブメニューからの

絞込・選択も可能です。 
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単一仕訳の入力 

仕訳日記帳 

現金出納帳、銀行帳、総勘定元帳・補助元帳 

会計伝票 

複合仕訳の入力 会計伝票のみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 伝票ジャンプ（複合仕訳の入力） 

５、会計帳簿 

5­2 会計帳簿の共通操作 

複合仕訳（2行以上の仕訳）の入力は「会計伝票」メニューで行います。 

「伝票ジャンプ」の活用 

複合仕訳の入力の度にメニュー移動する操作を省略するために、会計帳簿の各メニューでは［伝票ジ

ャンプ］機能をご利用いただけます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【伝票ジャンプ】 

仕訳日記帳など会計帳簿メニュー画面の左端（日付/登録 No 欄の左）のマスをダブルクリックするこ

とにより、会計伝票画面が起動します（※）。 

複合仕訳（伝票）を入力し［F2 登録］をクリックすると、元のメニューへ戻ります。 

伝票ジャンプは、仕訳が登録されている行においても実行ができ、既存の複合仕訳の修正を行う際に

も使用します。 

 

（※）同様に、対象の仕訳行にカーソルがある状態で［F11 伝票ジャンプ］をクリックする方法でも会計伝票 

画面を起動することが可能です。 

Ｗクリック 
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(1)  仕訳行の勘定科目にカ

ーソルがある状態で、

画面上部［補助科目登

録］をクリックします。 

(2)  新規の補助科目情報を

入力し［F2OK］をクリッ

クします。 

(3)  新規補助科目が仕訳

に設定されます。 

 

また、マスタ作成「科目

設定」にも新規補助科

目として登録されます。 

 

③ 補助科目マスタの追加登録 

５、会計帳簿 

5­2 会計帳簿の共通操作 
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(1)  仕訳行にカーソルがあ

る 状 態 で 、 画 面 上 部

［摘要登録］をクリックし

ます。 

摘要欄は入力済み、空

欄のいずれでもかまい

ません。 

(2)  新規の摘要情報を入力

し［F2OK］をクリックしま

す。 

 

既に同名のマスタがあ

る場合は、上書き確認

が表示されます。 

(3)  マスタ作成「摘要設定」

に新規摘要として登録

されます。 

 

■選択していた仕訳行

には反映されませんの

で注意して下さい。 

 

④ 摘要マスタの追加登録 

５、会計帳簿 

5­2 会計帳簿の共通操作 
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(1)  仕訳行にカーソルがあ

る 状 態 で 、 画 面 上 部

［取引先登録］をクリッ

クします。 

取引先欄は入力済み、

空欄のいずれでもかま

いません。 

(2)  新規の取引先情報を入

力し［F2OK］をクリックし

ます。 

 

既に同名のマスタがあ

る場合は、上書き確認

が表示されます。 

(3)  マスタ作成「取引先設

定」に新規取引先として

登録されます。 

 

■選択していた仕訳行

には反映されませんの

で注意して下さい。 

 

⑤ 取引先マスタの追加登録 

５、会計帳簿 

5­2 会計帳簿の共通操作 
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(1)  コピー元とする仕訳に

カーソルがある状態で

[F7 行コピー]をクリック

します。 

(2)  仕訳を追加する空欄行

にカーソルがある状態

で[F8 行貼り付け]をク

リックします。 

(3)  「金額以外」の仕訳デ

ータが貼り付けられま

す。 

 

この段階では仕訳とし

て未登録の状態となり

ますので、金額等を調

整したうえで［F2 登録］

をクリックします。 

 

⑥ 仕訳のコピー・貼り付け 

５、会計帳簿 

5­2 会計帳簿の共通操作 
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(1)  削除したい仕訳にカー

ソルがある状態で、[F9

行削除]をクリックしま

す。 

 

複合仕訳の場合は伝

票ジャンプから会計伝

票画面で削除を行いま

す。 

(2)  削除対象となった仕訳

の行がグレーになりま

す。 

 

この段階では、削除は

実行されません。 

［F2 登録］により行が削

除されます。 

(3)  ［F2 登録］をクリックしま

す。 

 

［表示］あるいは［F5 画

面更新］をクリックする

ことで画面にも表示さ

れなくなります。 

 

⑦ 仕訳の削除（行削除） 

５、会計帳簿 

5­2 会計帳簿の共通操作 
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(1)  対象とする仕訳にカー

ソルがある状態で[F3

付箋]をクリックします。 

 

複合仕訳の場合は伝

票ジャンプから会計伝

票画面で貼付（および

削除）を行います。 

(2)  メモを入力し［F2OK］を

クリックします。 

 

メモ書きは必須ではあ

りません。 

(3)  仕訳行の左端に付箋マ

ークが表示されます。 

 

⑧ 付箋の貼付 

５、会計帳簿 

5­2 会計帳簿の共通操作 
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５、会計帳簿 

5­2 会計帳簿の共通操作 

付箋の種類 

 赤色 会計事務所が貼付 顧問先は削除できない 

 青色 顧問先（企業）が添付 会計事務所は削除できない 

 

 

 

 

いずれの付箋も、マウスオーバーすることでメモ書きの内容を確認することができます。 
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(1)  付箋を削除する仕訳に

カーソルがある状態で

[F3 付箋]をクリックしま

す。 

(2)  ［F9 付箋削除］をクリッ

クします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ 付箋の削除 

５、会計帳簿 

5­2 会計帳簿の共通操作 
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［印刷］は会計帳簿の他、すべてのメニューにおいて実行可能です。  

(一部メニューでは［F2 出力］キーによる実行となります) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩ 印刷 

５、会計帳簿 

5­2 会計帳簿の共通操作 

会計帳簿メニューでは、各種データを整然とした形式および明瞭な状態で速やかに表示します。 

表示された内容は、すべて PDF 出力、およびプリンタ出力を行う事が可能です。 

PDF ファイル 

［印刷］ボタンをクリックすると PDF ファイルが作成されます。出力の対象は画面表示された取引内

容すべてとなります。 

用紙として出力する場合は、作成された PDF フアイルからプリンタへ印刷指示を出して下さい。 

ファイルとして保存する場合は、作成された PDF ファイルを「コピーをして保存」コマンドで保存し

て下さい。 
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 ■ 仕訳の新規登録・修正・削除 

■ 定時取引の入力 

■ 登録された仕訳データの絞り込み 

 検索 

  

  

  

  

  

 

 

 

(1)  対象年月日を入力（選

択）し［表示］をクリック

します。 

 

対象年月日内の仕訳

が表示されます。 

(2)  画面上部［摘要方式/

科目方式］で入力画面

のレイアウトを選択しま

す。 

 

選択した方式はログイ

ン者ごとに保持されま

す。 

 

５、会計帳簿 

5­3 仕訳日記帳 

① 単一仕訳の入力 

● 
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(3)  最下行の空欄に仕訳

情報を入力・選択しま

す。 

(4)  ［F2 登録］をクリックしま

す。登録 No が附番され

ます。 

 

複数本の仕訳をまとめ

て［F2 登録］することも

可能です。 

この場合も各仕訳には

個別の登録 No が附番

されます 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５、会計帳簿 

5­3 仕訳日記帳 

「摘要方式」と「科目方式」 

【摘要方式】 

 最初に摘要を選択し、その摘要に紐づいた取引情報を自動表示させ、仕訳を作成する方式 

 

 

 

【科目方式】 

 借方科目の選択から始まり、消費税区分などを 1項目ずつ入力(選択)して仕訳を作成する方式 
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① 対象年月日 
仕訳の表示範囲を年月日で入力します。 

初期表示は直近仕訳の処理日から操作日までとなります。 

② ［表示］ボタン 
対象年月日の入力後にクリックすることで対象の仕訳が表示されます。 

カーソルは最下行の入力欄に止まります。 

③ マーク欄 

仕訳が複合仕訳、決算仕訳であるなどの場合にそれぞれマークが表示されま

す。通常は空欄の状態です。 

ダブルクリックすることで「伝票ジャンプ」が実行されます。 

④ 
日付 

登録 No 

■日付 

取引年月日（西暦 8桁＝yyyy/mm/dd）を入力します。 

・mm/dd、dd のみの場合は前行の西暦(yyyy)および月(mm)が適用されます。 

・空欄で進めた場合は前行の年月日が適用されます。 

■登録 No 

仕訳の［F2 登録］時に、1仕訳毎に個別の No が自動附番されます。修正はで

きません。 

入力された仕訳はこの登録 No に基づいて個別に保存・管理されます。 

 

 

② 各項目について 

５、会計帳簿 

5­3 仕訳日記帳 

① 
② 

③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ 
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⑤ 
摘要 

取引先 

摘要設定、および取引先設定に登録されているマスタを選択します。 

■摘要 

仕訳日記帳の入力方式を「摘要方式」としている場合、摘要設定の登録内容

に基づいて科目・消費税区分・部門が自動設定されます。 

■取引先 

選択されている消費税区分が課税仕入関連である場合、取引先設定のインボ

イス情報に基づいて消費税の「経過措置区分」が自動判定されます。 

 

なお、いずれもマスタからの選択ではなく、新規名称を直接入力することが

可能です。 

⑥ 

勘定科目 

補助科目 

（借方/貸方共通） 

勘定科目と補助科目を選択します。 

⑦ 

消費税 

部門 

（借方/貸方共通） 

■消費税 

消費税区分 

選択した摘要（摘要方式の場合）、あるいは勘定科目に設定されている消 

費税区分が初期表示されます。 

「消費税設定」の各区分に変更を行うことも可能です。 

税率 

消費税区分、ならびに仕訳年月日に基づいて自動設定されます。 

変更可能です（10％・8％・5％のいずれかを選択）。 

税額方式 

「内税/外税」をドロップダウンから選択します。初期値は「内税」です。 

税額が発生しない消費税区分の場合は表示されません。 

経過措置区分 

 課税仕入の場合、基本情報設定および取引先設定に基づくインボイスの経 

過措置区分が初期表示されます。変更可能です。 

 ・基本情報設定 ［消費税関連タブ］のインボイス経過措置区分欄 

 ・取引先設定   各取引先の適格区分 

■部門 

部門設定を行っている場合に部門を選択します。 

該当する部門がない場合は「000.共通」を設定します。 

 

 

 

 

５、会計帳簿 

5­3 仕訳日記帳 
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⑧ 

金額 

消費税金額 

（借方/貸方共通） 

取引の対価の額を原則税込金額で入力します。(最大 12 桁) 

消費税金額は自動算出されますが、基本情報設定で［消費税金額の修正＝す

る］としている場合は変更入力が可能です。 

⑨ 証 No 
領収書や請求書を保存する際の記号や番号＝「証 No」を入力します。（半角

英数字 4文字以内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５、会計帳簿 

5­3 仕訳日記帳 

登録仕訳の会計帳簿メニュー間相互関連 

仕訳日記帳ほか各会計帳簿メニュー（◆）で登録した仕訳の情報は、全ての会計帳簿メニュー間で相互

連動、共有されます。 

（◆） ［仕訳日記帳］、［会計伝票］ ※決算修正含む 

［現金出納帳］、［銀行帳］、［総勘定元帳・補助元帳］、［給与データ取込］ 

 

仕訳項目（日付～証 No）は全メニュー共通となりますので「登録 No」をキーに仕訳日記帳で登録し

た仕訳を総勘定元帳で検索・出力する、といった関連帳簿間におけるデータ照合を行うことが可能で

す。 
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(1)  表示ボタンで仕訳を 1

本以上表示した状態に

し、画面上部［定時取

引取込］をクリックしま

す。 

(2)  対象年月とパターンを

選択します。 

(3)  対象とする仕訳の「取

込 」 欄 に チ ェ ッ ク を 入

れ、［F2OK］をクリックし

ます。 

 

仕訳日記帳の画面へ

戻ります。 

この段階で仕訳は登録

されていません。 

 

③ 定時取引の取り込み 

５、会計帳簿 

5­3 仕訳日記帳 
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(4)  仕訳の内容を確認・調

整したうえで［F2 登録］

をクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５、会計帳簿 

5­3 仕訳日記帳 

取り込みの注意点 

定時取引取込では、マスタ作成［定時取引仕訳設定］で作成した取引内容のとおりに取込が行われま

す。取込の実行時に、消費税額などの再計算は行われませんのでご注意ください。 

＜例＞ 

 定時取引設定で「消費税率＝8%」と設定されている取引は、仕訳の年月日に関わらず「8%」の仕訳として取

込が行われる。 

 定時取引設定で消費税額が変更されている取引（＝消費税が正しい額でない取引）は、変更された消費税

額のまま取込が行われる。 

いずれのケースも取込時、取込後に修正が可能です 
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① 対象年月 仕訳の対象年月を設定します。 

② 定時取引パターン 
取込を行う定時取引パターンを選択します。 

初期値は前回取込を行ったパターンです。 

③ 

未取込 

取込済 

すべて 

表示させる定時取引のステータスを選択します。初期値は「未取込」です。 

既に取込（仕訳作成）が行われた定時取引を再度取り込みたい場合は「取込

済」を選択します。 

④ 日付～証 No 

日付は選択した「対象年月」と定時取引仕訳設定における「日付」に基づいて

設定されます。 

摘要以降の項目は定時取引仕訳設定の登録内容が連動します 

各項目とも変更が可能です。 

⑤ 取込 
仕訳として取込を行う行にチェックを入れます。［全選択］［全解除］ボタン

で一括設定が可能です。 

 

 

 

 

 

 

④ 各項目について（定時取引取込） 

５、会計帳簿 

5­3 仕訳日記帳 

① ② ③ 

④ 
⑤ 
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(1)  ［絞り込み検索］ボタン

をクリックします。 

 

過去年度を検索対象と

する場合は［年度切替］

を事前に実行して下さ

い。 

(2)  各種検索条件を設定し

［F2OK］をクリックしま

す。 

 

日付のみ必須です。 

１事業年度（課税期間）

の範囲で指定して下さ

い。 

その他項目が空欄でも

検索は可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 仕訳の絞り込み検索 

５、会計帳簿 

5­3 仕訳日記帳 

絞り込み検索とは 

「仕訳日記帳」メニューには、各メニューで作成された仕訳データを検索する機能が統合されていま

す。 

帳簿入力は仕訳明細単位で行われるため、科目や金額など詳細な検索条件の組み合わせにより、対象

年月の範囲内のあらゆる角度から仕訳データを速やかに探し出す事が出来ます。 
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① 日付 
検索対象とする年月日の範囲を指定します。必須項目です。 

初期表示は当期課税期間の期首日～期末日となります。 

② 登録 No 登録 No を検索対象とする場合に範囲を指定します。 

③ 
借方・貸方とも一致 

借方・貸方どちらか一致 

仕訳情報の検索範囲を選択します。 

■…とも一致 

借方と貸方に仕訳情報を設定し、完全一致する仕訳が検索対象となります。 

■…どちらか一致 

借方にのみ仕訳情報を設定し、その情報が借方/貸方のいずれかと一致する 

仕訳が検索対象となります。※ あいまい検索 

④ 
勘定科目 

補助科目 

科目を検索対象とする場合に選択します。 

補助科目名のみの設定（勘定科目は空欄）はできません。 

⑤ 消費税 
消費税区分、あるいは税率を検索対象とする場合に選択します。いずれか一

方のみの選択とすることも可能です。 

⑥ 部門 部門を検索対象とする場合に選択します。 

⑦ 税額方式 
内税のみあるいは外税のみを検索対象とする場合にそれぞれチェックを入れ

ます。初期値は「全て」です。 

 

 

⑥ 各項目について（絞り込み検索） 

５、会計帳簿 

5­3 仕訳日記帳 

① 
② 

④ 

⑤ 

③ 

⑥ 
⑦ 
⑧ 

⑨ 

⑩ 
⑪ 

⑫ ⑬ 

⑭ 

⑯ 
⑮ 

⑰ 

⑱ 

⑲ 

⑳ 
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⑧ 経過措置 インボイス経過措置区分を検索対象とする場合に選択します。 

⑨ 以外 
勘定科目～部門において、選択した項目以外を検索対象とする場合にチェッ 

クを入れます。 

⑩ 金額 金額を検索対象とする場合に範囲（下限金額～上限金額）を設定します。 

⑪ 証 No 証 No を検索対象とする場合に範囲を指定します。 

⑫ 
摘要 

取引先 

摘要、および取引先を検索条件とする場合に選択、あるいは文字入力します。 

文字入力の場合「部分一致」で検索が行われます。 

⑬ 
摘要未入力 

取引先未入力 

摘要、および取引先が未入力（＝空欄）であることを検索条件とする場合に

チェックを入れます。 

摘要欄、取引先欄に検索文言が入っている場合はチェックができません。 

⑭ 付箋仕訳のみ 
付箋を検索条件とする場合に貼付したユーザーをチェックします。 

付箋すべてを検索条件とする場合は「AO」「EU」双方をチェックします。 

⑮ 決算修正仕訳 
検索対象に決算修正仕訳を含めない場合は「含まない」を選択します。 

「決算修正仕訳のみ」も選択できます。 

⑯ 削除仕訳 

検索対象に削除済み仕訳を含める場合に「含む」を選択します（初期値＝「含

まない」）。 

「削除仕訳のみ」も選択できます。 

⑰ 表示順 検索結果の並び順について「日付順」「登録 No 順」いずれかを選択します。 

⑱ 複合仕訳 
検索対象に複合仕訳を含めない場合は「含まない」を選択します。 

「複合仕訳のみ」も選択できます。 

⑲ 

外部データ取込仕訳 

Moneytree 取込仕訳 

資料付与仕訳 

検索対象に各メニューで入力された仕訳を含めない場合は「含まない」を選

択します。 

「…のみ」も選択できます。 

⑳ ［F9 クリア］ 設定した検索条件を全て初期化する場合にクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５、会計帳簿 

5­3 仕訳日記帳 
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 ■ 現金仕訳の新規登録・修正・削除 

■ 現金残高の確認 

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

(1)  対 象 年 月 日、 勘 定 科

目、補助科目、部門を

入力（選択）し［表示］を

クリックします。 

 

指定した各条件に合致

する仕訳と残高が表示

されます。 

(2)  最下行の空欄に仕訳

情報を入力・選択しま

す。 

 

５、会計帳簿 

5­4 現金出納帳 

① 単一仕訳の入力 

● 
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(3)  ［F2 登録］をクリックしま

す。登録 No が附番され

ます。 

 

複数本の仕訳をまとめ

て［F2 登録］することも

可能です。 

この場合も各仕訳には

個別の登録 No が附番

されます 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５、会計帳簿 

5­4 現金出納帳 

自科目の補助科目、部門 

現金出納帳および銀行帳、総勘定元帳・補助元帳メニューでは、自科目（現金出納帳であれば［現金］

［小口現金］）の補助科目と部門を都度設定する必要がありません。 

入力した仕訳には、ヘッダー情報で選択した補助科目と部門が適用されます。 

 

 

 

 

 

 

 

［Ａ］自科目の情報。仕訳入力行で設定不要（不可）。 

   ただし、総勘定元帳・補助元帳メニューにおいて「部門」は仕訳入力行で変更可能。 

［Ｂ］相手科目の情報。仕訳入力行で都度選択。 

Ａ 

Ｂ 
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① 対象年月日 

仕訳の表示範囲を年月日で入力します。 

初期表示は直近仕訳の処理日が属する月の 1日から操作日までとなります。 

（例） 

直近仕訳の日付が「2024/05/15」の場合、初期表示される対象年月日は

「2024/05/01～」となります。 

② 

勘定科目 

補助科目 

部門 

自科目とその部門を選択します。 

勘定科目は、画面上部［対象科目設定］で選択されている現金科目のみが選

択可能となります。 

部門について、大部門および中部門を選択した場合は新規仕訳を作成するこ

とはできません。 

③ 入力モード 

Enter キーによるカーソル移動を入金欄あるいは出金欄に固定することがで

きます。 

「通常」入金、出金欄いずれにもカーソルがとまります。 

「入金固定」入金欄で Enter キーを押すと摘要欄へ移動します。 

「出金固定」日付欄で Enter キーを押すと出金欄へ移動します。 

切り替えは［F6 入力モード］キーで行います。 

 

 

② 各項目について 

５、会計帳簿 

5­4 現金出納帳 

① ② 
③ 

⑤ ④ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ 
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④ マーク欄 

仕訳が複合仕訳、決算仕訳であるなどの場合にそれぞれマークが表示されま

す。通常は空欄の状態です。 

ダブルクリックすることで「伝票ジャンプ」が実行されます。 

⑤ 
日付 

登録 No 

■日付 

取引年月日（西暦 8桁＝yyyy/mm/dd）を入力します。 

・mm/dd、dd のみの場合は前行の西暦(yyyy)および月(mm)が適用されます。 

・空欄で進めた場合は前行の年月日が適用されます。 

なお、ヘッダーで設定した対象年月日よりも前の日付は登録できません。 

（例） 

対象年月日を「2024/05/01～2024/05/31」とした場合 

 OK＝2024/05/01～2024/05/31 の仕訳、並びに 2024/06/01 以降の仕訳 

 NG＝2024/04/30 以前の仕訳 

■登録 No 

仕訳の［F2 登録］時に、1仕訳毎に個別の No が自動附番されます。修正はで

きません。 

入力された仕訳はこの登録 No に基づいて個別に保存・管理されます。 

⑥ 
入金 

出金 
自科目を基準として、取引の入金額あるいは出金額を入力します。 

⑦ 残高（繰越残高） 
入出金額に応じて日次の残高が集計されます。 

また、繰越残高は対象年月日を起点として集計されます。 

⑧ 
摘要 

取引先 

摘要設定、および取引先設定に登録されているマスタを選択します。 

■摘要 

摘要設定における自科目の情報とその入出金の区分に基づいて、あらかじめ

絞り込まれた中から選択します。 

（例） 

自科目が「現金」で、入金欄に金額が入力されている場合は、摘要設定におい

て「現金」が借方に設定されている摘要のみが選択可能になります。 

その他の摘要はドロップダウンに表示されません。 

■取引先 

選択されている消費税区分が課税仕入関連である場合、取引先設定のインボ

イス情報に基づいて消費税の「経過措置区分」が自動判定されます。 

 

なお、いずれもマスタからの選択ではなく、新規名称を直接入力することが

可能です。 

 

 

５、会計帳簿 

5­4 現金出納帳 



- 109 - 

 

 

 

 

 

 

⑨ 
相手科目 

補助科目 
仕訳の相手科目を選択します。 

⑩ 
消費税 

部門 

■消費税（相手科目） 

消費税区分 

選択した摘要（摘要方式の場合）、あるいは相手の勘定科目に設定されて 

いる消費税区分が初期表示されます。 

「消費税設定」の各区分に変更を行うことも可能です。 

税率 

消費税区分、ならびに仕訳年月日に基づいて自動設定されます。 

変更可能です（10％・8％・5％のいずれかを選択）。 

税額方式 

「内税/外税」をドロップダウンから選択します。初期値は「内税」です。 

税額が発生しない消費税区分の場合は表示されません。 

経過措置区分 

 課税仕入の場合、基本情報設定および取引先設定に基づくインボイスの経 

過措置区分が初期表示されます。変更可能です。 

 ・基本情報設定 ［消費税関連タブ］のインボイス経過措置区分欄 

 ・取引先設定   各取引先の適格区分 

■部門（相手科目） 

部門設定を行っている場合に部門を選択します。 

該当する部門がない場合は「000.共通」を設定します。 

⑪ 証 No 
領収書や請求書を保存する際の記号や番号＝「証 No」を入力します。（半角

英数字 4文字以内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５、会計帳簿 

5­4 現金出納帳 

「対象科目設定」ボタン 

 

自科目として利用できる勘定

科目は、画面上部［対象科目

設定］ボタンで選択/解除が可

能です。 

（現金出納帳、銀行帳） 
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 ■ 預金仕訳の新規登録・修正・削除 

■ 預金残高の確認 

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

(1)  対 象 年 月 日、 勘 定 科

目、補助科目、部門を

入力（選択）し［表示］を

クリックします。 

 

指定した各条件に合致

する仕訳と残高が表示

されます。 

(2)  最下行の空欄に仕訳

情報を入力・選択しま

す。 

 

５、会計帳簿 

5­5 銀行帳 

① 単一仕訳の入力 

● 
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(3)  ［F2 登録］をクリックしま

す。登録 No が附番され

ます。 

 

複数本の仕訳をまとめ

て［F2 登録］することも

可能です。 

この場合も各仕訳には

個別の登録 No が附番

されます 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５、会計帳簿 

5­5 銀行帳 
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① 対象年月日 

仕訳の表示範囲を年月日で入力します。 

初期表示は直近仕訳の処理日が属する月の 1日から操作日までとなります。 

（例） 

直近仕訳の日付が「2024/05/15」の場合、初期表示される対象年月日は

「2024/05/01～」となります。 

② 

勘定科目 

補助科目 

部門 

自科目とその部門を選択します。 

勘定科目は、画面上部［対象科目設定］で選択されている預金科目のみが選

択可能となります。 

部門について、大部門および中部門を選択した場合は新規仕訳を作成するこ

とはできません。 

③ 入力モード 

Enter キーによるカーソル移動を引出欄あるいは預入欄に固定することがで

きます。 

「通常」引出欄、預入欄いずれにもカーソルがとまります。 

「引出固定」引出欄で Enter キーを押すと摘要欄へ移動します。 

「預入固定」日付欄で Enter キーを押すと預入欄へ移動します。 

切り替えは［F6 入力モード］キーで行います。 

 

 

② 各項目について 

５、会計帳簿 

5­5 銀行帳 

① ② 
③ 

⑤ ④ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ 
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④ マーク欄 

仕訳が複合仕訳、決算仕訳であるなどの場合にそれぞれマークが表示されま

す。通常は空欄の状態です。 

ダブルクリックすることで「伝票ジャンプ」が実行されます。 

⑤ 
日付 

登録 No 

■日付 

取引年月日（西暦 8桁＝yyyy/mm/dd）を入力します。 

・mm/dd、dd のみの場合は前行の西暦(yyyy)および月(mm)が適用されます。 

・空欄で進めた場合は前行の年月日が適用されます。 

なお、ヘッダーで設定した対象年月日よりも前の日付は登録できません。 

（例） 

対象年月日を「2024/05/01～2024/05/31」とした場合 

 OK＝2024/05/01～2024/05/31 の仕訳、並びに 2024/06/01 以降の仕訳 

 NG＝2024/04/30 以前の仕訳 

■登録 No 

仕訳の［F2 登録］時に、1仕訳毎に個別の No が自動附番されます。修正はで

きません。 

入力された仕訳はこの登録 No に基づいて個別に保存・管理されます。 

⑥ 
入金 

出金 
自科目を基準として、取引の引出額あるいは預入額を入力します。 

⑦ 残高（繰越残高） 
引出・預入額に応じて日次の残高が集計されます。 

また、繰越残高は対象年月日を起点として集計されます。 

⑧ 
摘要 

取引先 

摘要設定、および取引先設定に登録されているマスタを選択します。 

■摘要 

摘要設定における自科目の情報とその引出・預入の区分に基づいて、あらか

じめ絞り込まれた中から選択します。 

（例） 

自科目が「普通預金」で、引出欄に金額が入力されている場合は、摘要設定に

おいて「普通預金」が貸方に設定されている摘要のみが選択可能になります。 

その他の摘要はドロップダウンに表示されません。 

■取引先 

選択されている消費税区分が課税仕入関連である場合、取引先設定のインボ

イス情報に基づいて消費税の「経過措置区分」が自動判定されます。 

 

なお、いずれもマスタからの選択ではなく、新規名称を直接入力することが

可能です。 

 

 

５、会計帳簿 

5­5 銀行帳 
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⑨ 
相手科目 

補助科目 
仕訳の相手科目を選択します。 

⑩ 
消費税 

部門 

■消費税（相手科目） 

消費税区分 

選択した摘要（摘要方式の場合）、あるいは相手の勘定科目に設定されて 

いる消費税区分が初期表示されます。 

「消費税設定」の各区分に変更を行うことも可能です。 

税率 

消費税区分、ならびに仕訳年月日に基づいて自動設定されます。 

変更可能です（10％・8％・5％のいずれかを選択）。 

税額方式 

「内税/外税」をドロップダウンから選択します。初期値は「内税」です。 

税額が発生しない消費税区分の場合は表示されません。 

経過措置区分 

 課税仕入の場合、基本情報設定および取引先設定に基づくインボイスの経 

過措置区分が初期表示されます。変更可能です。 

 ・基本情報設定 ［消費税関連タブ］のインボイス経過措置区分欄 

 ・取引先設定   各取引先の適格区分 

■部門（相手科目） 

部門設定を行っている場合に部門を選択します。 

該当する部門がない場合は「000.共通」を設定します。 

⑪ 証 No 
領収書や請求書を保存する際の記号や番号＝「証 No」を入力します。（半角

英数字 4文字以内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５、会計帳簿 

5­5 銀行帳 
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 ■ 元帳の表示・出力 

■ 元帳の一括出力 

■ 仕訳の新規登録・修正・削除 

■ 入力済み仕訳の検索 

  

  

  

  

  

 

 

 

(1)  対 象 年 月 日、 勘 定 科

目、補助科目、部門を

入力（選択）し［表示］を

クリックします。 

 

指定した各条件に合致

する仕訳と残高が表示

されます。 

(2)  最下行の空欄に仕訳

情報を入力・選択しま

す。 

 

５、会計帳簿 

5­6 総勘定元帳・補助元帳 

① 単一仕訳の入力 

● 
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(3)  ［F2 登録］をクリックしま

す。登録 No が附番され

ます。 

 

複数本の仕訳をまとめ

て［F2 登録］することも

可能です。 

この場合も各仕訳には

個別の登録 No が附番

されます 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５、会計帳簿 

5­6 総勘定元帳・補助元帳 

仕訳の新規入力、修正ができないケース 

 

 

 

 

総勘定元帳・補助元帳のヘッダー情報がＡ、Ｂ、Ｃいずれかの設定となっている場合は、新規仕 

訳の入力と既存仕訳の修正を行うことができません（削除は可能）。 

なお、既存仕訳の修正について「伝票ジャンプ」により会計伝票の画面に移ることで実行するこ 

とが可能になります。 

Ａ 補助科目が空欄（補助科目がある勘定科目において） 

Ｂ 税抜を選択（消費税計算対象の勘定科目において） 

Ｃ 中部門、あるいは大部門を選択 

Ｃは現金出納帳、銀行帳においても同様です。 

 

この他、日付欄に対象年月日以前の年月日を設定した場合には［F2 登録］時にエラーが発生し 

ます。 

Ａ 
Ｂ 

Ｃ 
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① 対象年月日 

仕訳の表示範囲を年月日で入力します。 

初期表示は直近仕訳の処理日が属する月の 1日から操作日までとなります。 

（例） 

直近仕訳の日付が「2024/05/15」の場合、初期表示される対象年月日は

「2024/05/01～」となります。 

② 

勘定科目 

補助科目 

部門 

自科目とその部門を選択します。 

部門について、大部門および中部門を選択した場合は新規仕訳を作成するこ

とはできません。 

③ 決算修正仕訳含む 表示対象仕訳に決算修正仕訳を含まない場合はチェックを外します。 

④ 消費税 

貸借金額及び残高について税込 or 税抜表示のいずれかを設定します。 

自科目が消費税集計対象科目である場合「税抜」表示では仕訳の追加、修正

を行うことはできません。 

⑤ マーク欄 

仕訳が複合仕訳、決算仕訳であるなどの場合にそれぞれマークが表示されま

す。通常は空欄の状態です。 

ダブルクリックすることで「伝票ジャンプ」が実行されます。 

 

 

 

② 各項目について 

５、会計帳簿 

5­6 総勘定元帳・補助元帳 

⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ 

① ② 
③ ④ 

⑫ ⑬ 
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⑥ 
日付 

登録 No 

■日付 

取引年月日（西暦 8桁＝yyyy/mm/dd）を入力します。 

・mm/dd、dd のみの場合は前行の西暦(yyyy)および月(mm)が適用されます。 

・空欄で進めた場合は前行の年月日が適用されます。 

■登録 No 

仕訳の［F2 登録］時に、1仕訳毎に個別の No が自動附番されます。修正はで

きません。 

入力された仕訳はこの登録 No に基づいて個別に保存・管理されます。 

⑦ 
摘要 

取引先 

摘要設定、および取引先設定に登録されているマスタを選択します。 

マスタからの選択ではなく、新規名称を直接入力することも可能です。 

■摘要 

摘要設定の登録内容に基づいて消費税区分・相手科目・相手部門が自動設定

されます。 

なお、摘要設定において自科目が使用されている摘要のみが選択可能であり、

その他の摘要はドロップダウンに表示されません。 

■取引先 

選択されている消費税区分が課税仕入関連である場合、取引先設定のインボ

イス情報に基づいて消費税の「経過措置区分」が自動判定されます。 

⑧ 証 No 
領収書や請求書を保存する際の記号や番号＝「証 No」を入力します。（半角

英数字 4文字以内） 

⑨ 
消費税 

部門 

■消費税 

消費税区分…選択した摘要（摘要方式の場合）、あるいは相手の勘定科目に

設定されている消費税区分が初期表示されます。 

「消費税設定」の各区分に変更を行うことも可能です。 

税率…消費税区分、ならびに仕訳年月日に基づいて自動設定されます。 

変更可能です（10％・8％・5％のいずれかを選択）。 

税額方式…「内税/外税」をドロップダウンから選択します。初期値は「内税」

です。税額が発生しない消費税区分の場合は表示されません。 

経過措置区分…課税仕入の場合、基本情報設定、取引先設定に基づくインボ

イス経過措置区分が初期表示されます。変更可能です。 

            ・基本情報設定  インボイス経過措置区分欄 

            ・取引先設定   各取引先の適格区分 

■部門 

部門設定を行っている場合に部門を選択します。 

該当する部門がない場合は「000.共通」を設定します。 

 

５、会計帳簿 

5­6 総勘定元帳・補助元帳 
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⑩ 
相手科目 

補助科目 
仕訳の相手科目を選択します。 

⑪ 
相手消費税 

相手部門 
相手科目の消費税と部門を選択します。 

⑫ 
借方金額 

貸方金額 
自科目を基準として、取引の借方金額あるいは貸方金額を入力します。 

⑬ 残高（繰越残高） 
貸借金額に応じて日次の残高が集計されます。 

また、繰越残高は対象年月日を起点として集計されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５、会計帳簿 

5­6 総勘定元帳・補助元帳 
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(1)  対 象 年 月 日、 勘 定 科

目、補助科目、部門を

入力（選択）し［表示］を

クリックします。 

(2)  ［絞り込み検索］ボタン

をクリックします。 

(3)  各種検索条件を設定し

［F2OK］をクリックしま

す。 

 

日付のみ必須です。 

１事業年度（課税期間）

の範囲で指定して下さ

い。 

その他項目が空欄でも

検索は可能です。 

 

③ 仕訳の絞り込み検索 

５、会計帳簿 

5­6 総勘定元帳・補助元帳 
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① 日付 
検索対象とする年月日の範囲を指定します。必須項目です。 

ヘッダーで指定した「対象年月日」となります。 

② 登録 No 登録 No を検索対象とする場合に範囲を指定します。 

③ 
勘定科目 

補助科目 

科目を検索対象とする場合に選択します。 

補助科目名のみの設定（勘定科目は空欄）はできません。 

④ 消費税 
消費税区分、あるいは税率を検索対象とする場合に選択します。いずれか一

方のみの選択とすることも可能です。 

⑤ 部門 部門を検索対象とする場合に選択します。 

⑥ 税額方式 
内税のみあるいは外税のみを検索対象とする場合にそれぞれチェックを入れ

ます。初期値は「全て」です。 

⑦ 経過措置 インボイス経過措置区分を検索対象とする場合に選択します。 

⑧ 以外 
勘定科目～部門において、選択した項目以外を検索対象とする場合にチェッ 

クを入れます。 

⑨ 金額 金額を検索対象とする場合に範囲（下限金額～上限金額）を設定します。 

⑩ 証 No 証 No を検索対象とする場合に範囲を指定します。 

 

 

 

④ 各項目について（絞り込み検索） 

５、会計帳簿 

5­6 総勘定元帳・補助元帳 

① 
② 

③ 

④ 
⑤ 
⑥ 
⑦ 

⑧ 

⑨ 
⑩ 
⑪ 

⑫ 

⑬ 

⑭ 

⑮ 
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⑪ 
摘要 

取引先 

摘要、および取引先を検索条件とする場合に選択、あるいは文字入力します。 

文字入力の場合「部分一致」で検索が行われます。 

⑫ 
摘要未入力 

取引先未入力 

摘要、および取引先が未入力（＝空欄）であることを検索条件とする場合に

チェックを入れます。 

摘要欄、取引先欄に検索文言が入っている場合はチェックができません。 

⑬ 付箋仕訳のみ 
付箋を検索条件とする場合に貼付したユーザーをチェックします。 

付箋すべてを検索条件とする場合は「AO」「EU」双方をチェックします。 

⑭ 

外部データ取込仕訳 

Moneytree 取込仕訳 

資料付与仕訳 

検索対象に各メニューで入力された仕訳を含めない場合は「含まない」を選

択します。 

「…のみ」も選択できます。 

⑮ ［F9 クリア］ 設定した検索条件を全て初期化する場合にクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５、会計帳簿 

5­6 総勘定元帳・補助元帳 

元帳の絞り込み検索とは 

総勘定元帳・補助元帳の絞り込み検索は、あらかじめ選択した自科目を起点として、相手科目など検

索条件を設定する動作となります。 

詳細な検索条件を組み合わせて広範囲の検索を行う場合は「仕訳日記帳」メニューの絞り込み検索を

ご活用下さい。 
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(1)  画面上部［元帳一括印

刷］をクリックします。 

(2)  各種出力条件を設定し

［F2OK］をクリックしま

す。 

 

(3)  「PDF ファイル保管」 

「CSV 出力」 

 

出力方式を上記いずれ

かにした場合は、保管

するフォルダを指定して

[OK]をクリックします。 

 

 

⑤ 元帳の一括出力 

５、会計帳簿 

5­6 総勘定元帳・補助元帳 
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① 対象期間（年月） 
［当期］［翌期］を選択したうえで、マウス操作により出力期間を設定しま

す。単月の指定も可能です。 

② 科目リスト 

対象科目の出力方法を選択します。 

元帳…元帳の出力対象とする勘定科目/補助科目にチェックを入れます。 

合計転記…勘定科目について月合計のみを出力対象とする場合にチェック 

を入れます。 

［全選択］［全解除］ボタンで全科目を一括設定することも可能です。 

この場合、補助科目がある勘定科目においては「合計転記」が選択されます。 

③ 部門選択 部門を絞り込んで出力する場合に選択します。 

④ 元帳の種類 出力する元帳の種類を選択します。 

⑤ 出力対象科目 

科目リストでチェックした科目の出力対象条件を選択します。 

全科目…仕訳の有無等を問わず全ての科目を出力します。 

繰越残高または仕訳がある科目…残高、仕訳のいずれかがある科目を対 

象とします。 

仕訳がある科目…仕訳がある科目のみ対象とします（残高のみは対象外）。 

 

 

 

⑥ 各項目について（一括出力） 

５、会計帳簿 

5­6 総勘定元帳・補助元帳 

① 
② 

③ 
④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 
⑧ 

⑨ 

⑩ 
⑪ 
⑫ 
⑬ 
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⑥ 決算修正仕訳を含む 
決算仕訳を出力対象とするかを選択します。 

対象期間が期末月単月の場合「決算修正仕訳のみ」を選択できます。 

⑦ 消費税 出力時の経理方法を選択します。 

⑧ 取引のない年月の印字 「しない」とした場合、仕訳がない月の行は印字されません。 

⑨ 科目コードの印字 「する」とした場合、帳票のヘッダーに自科目のコードが印字されます。 

⑩ 出力順 

出力順を選択します。 

 科目順…元帳の種類に関わらず、貸借科目からコード順に出力します。 

 総勘定元帳→補助元帳順…先に総勘定元帳を科目順に、その後補助元帳を 

コード順に出力します。 

⑪ ページ印字条件 

帳票右上のページ数印字の条件を選択します。 

全科目…全科目を通してページが振られます。 

科目単位…勘定科目、補助科目ごとに 1 からページが振られます。 

印字しない…ページの印字を行いません。 

⑫ 出力方式 

帳票の出力方式を選択します。 

 PDF 出力…PDF ファイルが画面表示されます。 

 PDF ファイル保管…指定したフォルダに PDF ファイルが保存されます。 

          当該フォルダから PDF を展開（表示）します。 

 CSV 出力…指定したフォルダに CSV ファイルを出力します。 

この場合、選択した勘定科目、補助科目ごとに CSV ファイルが 

作成されます。 

⑬ ファイル分割 

出力方式を［PDF ファイル保管］絵とした場合に選択が可能です。 

「する」とした場合、PDF ファイルは貸借科目、損益科目、製造原価科目の 

3 ファイルに分けて出力されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５、会計帳簿 

5­6 総勘定元帳・補助元帳 

PDF ファイル保管 

 

 

 

 出力対象が多い（＝PDF ページ数が多くなる）場合は、PC における処理負荷を抑えるために、出力 

方式を［ファイル保管］とすることをおすすめします。 

さらにファイル分割［する］を選択することで、より PC 負荷が軽減され出力時間が短縮されます。 
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 ■ 複合仕訳の入力（単一仕訳も可） 

■ 伝票の絞り込み検索 

■ 仕訳の新規登録・修正・削除 

■ 入力済み仕訳の検索 

  

  

  

  

  

 

 

 

(1)  日付を入力し、続いて

科目や金額など各項目

を入力・選択します。 

 

項目を入力すると次行

（空欄行）が自動追加さ

れます。 

(2)  ［消費税金額の確認・

計算を行う］をチェック

し、インボイス適格請求

書 と の 照 合 を 行 い ま

す。 

 

必須の作業ではありま

せん。 

 

５、会計帳簿 

5­7 会計伝票 

① 複合仕訳の入力 

● 
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(3)  貸借差額がゼロである

状態で［F2 登録］をクリ

ックします。 

登録 No が附番され、次

伝票の入力画面へ移

行します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５、会計帳簿 

5­7 会計伝票 

消費税金額の確認・計算機能（適格請求書） 

例＞適格請求書の集計内容 

品名 税抜金額 消費税額 

フルーツ ※8% Ａ13,861  

冷菓子  ※8% Ｂ13,199  

ラッピング 5,000  

8%対象計 27,060 Ｃ 2,164 

10%対象計 5,000 500 

 

 

適格請求書における税額計[Ｃ]は、税抜金額［Ａ＋Ｂ］に

税率を乗じて端数処理をした額としなければならない。 

しかし、会計伝票ではＡ、Ｂそれぞれで算出した税額を

合計しているため、適格請求書における税額と差異が

生じる場合がある。 

適格請求書の消費税額と会計伝票で算出された消費税

額を比較し、差異がある場合は先頭行の税額を自動調

整します。 
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① ↓→切替 

キーボードの［Enter］を押下した際のカーソルの動作方向を設定します。 

“↓”… Enter キーを押下すると、次行へカーソルが移動します。 

“→”… Enter キーを押下すると、同行の右マスへカーソルが移動します。 

② 日付 
伝票（仕訳）の年月日を入力します。 

初期表示は直近仕訳の日付です。 

③ 
消費税金額の確認・計算を

行う 

金額入力時に自動算出される消費税額と適格請求書に記載されている消費税

額を照合する場合にチェックを入れます。 

証憑種別…支払請求書の場合は「受取」、自己発行の場合は「発行」を選 

択します。 

税額表示…「外税」「内税」いずれかを選択します。 

消費税額（10%,8%）…請求書に記載されている税額を入力します。 

 確認実行ボタン…照合、および差額調整が行われます。 

既に［F2 登録］を実行されている伝票においては利用できません。 

④ 

勘定科目 

補助科目 

（借方/貸方） 

勘定科目と補助科目を選択します。 

 

 

② 各項目について 

５、会計帳簿 

5­7 会計伝票 

② 

③ 

④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

⑨ 

① 
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⑤ 

消費税 

部門 

（借方/貸方） 

■消費税 

消費税区分 

選択した勘定科目に設定されている消費税区分が初期表示されます。 

「消費税設定」の各区分に変更を行うことも可能です。 

税率 

消費税区分、ならびに仕訳年月日に基づいて自動設定されます。 

変更可能です（10％・8％・5％のいずれかを選択）。 

税額方式 

「内税/外税」をドロップダウンから選択します。初期値は「内税」です。 

税額が発生しない消費税区分の場合は表示されません。 

経過措置区分 

 課税仕入の場合、基本情報設定および取引先設定に基づくインボイスの経 

過措置区分が初期表示されます。変更可能です。 

 ・基本情報設定 ［消費税関連タブ］のインボイス経過措置区分欄 

 ・取引先設定   各取引先の適格区分 

■部門 

部門設定を行っている場合に部門を選択します。 

該当する部門がない場合は「000.共通」を設定します。 

⑥ 

金額 

消費税金額 

（借方/貸方） 

取引の対価の額を原則税込金額で入力します。(最大 12 桁) 

消費税金額は自動算出されますが、基本情報設定で［消費税金額の修正＝す

る］としている場合は変更入力が可能です。 

⑦ 
摘要 

取引先 

摘要設定、および取引先設定に登録されているマスタを選択します。 

■摘要 

摘要名を選択、あるいは直接入力します。 

選択を行った場合においても、摘要設定の仕訳情報は反映されません。 

■取引先 

選択されている消費税区分が課税仕入関連である場合、取引先設定のインボ

イス情報に基づいて消費税の「経過措置区分」が自動判定されます。 

新規名称を直接入力することも可能です。 

⑧ 証 No 
領収書や請求書を保存する際の記号や番号＝「証 No」を入力します。（半角

英数字 4文字以内） 

⑨ 貸借差額 
借方合計と貸方合計の差額が算出されます。 

「0」以外である場合は登録を行うことができません。 

 

 

 

５、会計帳簿 

5­7 会計伝票 
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(1)  仕訳の日付を設定し、

入力欄にカーソルがあ

る 状 態 で 、 画 面 上 部

「定時取引取込」をクリ

ックします。 

(2)  定時取引パターンを選

択します。 

(3)  必要に応じて修正を行

い、［F2OK］をクリックし

ます。 

 

「貸借差額」がゼロ以外

の場合はエラーになり

ます。 

 

③ 定時取引の取り込み 

５、会計帳簿 

5­7 会計伝票 
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(4)  伝票画面で［F2 登録］

をクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５、会計帳簿 

5­7 会計伝票 

取り込みの注意点 

会計伝票の定時取引取込は、マスタ作成［定時取引伝票設定］で作成した取引内容のとおりに取込が

行われます。取込の実行時に、消費税額などの再計算は行われませんのでご注意ください。 

＜例＞ 

 定時取引設定で「消費税率＝8%」と設定されている取引は、仕訳の年月日に関わらず「8%」の仕訳として取

込が行われる。 

 定時取引設定で消費税額が変更されている取引（＝消費税が正しい額でない取引）は、変更された消費税

額のまま取込が行われる。 

いずれのケースも取込時、取込後に修正が可能です 

 

また、定時取込伝票設定においては貸借差額があってもマスタ登録が可能ですが、会計伝票における

取込実行時には差額をゼロに調整する必要があります。 
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(1)  削除をしたい伝票を開

き［F9 伝票削除］をクリ

ックします。 

(2)  メッセージに対し「はい」

を選択します。 

選択した時点で削除が

完了となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 伝票の削除 

５、会計帳簿 

5­7 会計伝票 

伝票の一部の行を削除する方法 

［F9 伝票削除］は伝票自体を削除するコマンドです。 

既存伝票の修正において、その取引内容の一部を削除する場合には使用しないでください。 

 

 
＜例＞ 

借方 2 行目を削除する場合は、借方 2 行目

の勘定科目をキーボード操作で Delete＝削

除します。 

（勘定科目を削除することで金額等の各種

情報も削除されます） 
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(1)  再利用をしたい伝票を

開き［F8 伝票作成］をク

リックします。 

(2)  メッセージに対し「はい」

を選択します。 

 

「いいえ」を選択した場

合は新規伝票の作成

画面になります。 

(3)  伝票がコピーされます

ので、金額等を修正し

ます。 

 

以下 2 項目はコピー対

象外となります。 

「日付」…現時点の最

新仕訳と同じ日付 

「金額」…全てゼロ円 

 

⑤ 伝票の再利用（コピー） 

５、会計帳簿 

5­7 会計伝票 
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(4)  貸借差額がない状態で

で［F2 登録］をクリックし

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５、会計帳簿 

5­7 会計伝票 

伝票内の行コピー 

［F7 前項目コピー］により、伝票内の 1行（前行）をコピーして追加することが可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カーソルがある行の 1行前の登録内容がコピーされます（貸借の相手側の登録内容はコピー 

されません）。 
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(1)  ［絞り込み検索］ボタン

をクリックします。 

(2)  各種検索条件を設定し

［F2OK］をクリックしま

す。 

 

(3)  検索された伝票は［絞

込み前へ］、［絞込み次

へ］ボタンで表示送りし

ます。 

 

⑥ 伝票の絞り込み検索 

５、会計帳簿 

5­7 会計伝票 
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① 日付 
検索対象とする年月日の範囲を指定します。必須項目です。 

初期表示は当期課税期間の期首日～期末日となります。 

② 登録 No 登録 No を検索対象とする場合に範囲を指定します。 

③ 
借方・貸方とも一致 

借方・貸方どちらか一致 

仕訳情報の検索範囲を選択します。 

■…とも一致 

借方と貸方に仕訳情報を設定し、完全一致する仕訳が検索対象となります。 

■…どちらか一致 

借方にのみ仕訳情報を設定し、その情報が借方/貸方のいずれかと一致する 

仕訳が検索対象となります。※ あいまい検索 

④ 
勘定科目 

補助科目 

科目を検索対象とする場合に選択します。 

補助科目名のみの設定（勘定科目は空欄）はできません。 

⑤ 消費税 
消費税区分、あるいは税率を検索対象とする場合に選択します。いずれか一

方のみの選択とすることも可能です。 

⑥ 部門 部門を検索対象とする場合に選択します。 

⑦ 税額方式 
内税のみあるいは外税のみを検索対象とする場合にそれぞれチェックを入れ

ます。初期値は「全て」です。 

 

 

⑦ 各項目について（絞り込み検索） 

５、会計帳簿 

5­7 会計伝票 

① 
② 

③ 

④ 

⑤ 
⑥ 
⑦ 
⑧ 

⑨ 

⑩ 
⑪ 

⑫ 
⑬ 

⑭ 
⑮ 

⑯ 

⑰ 

⑱ 

⑲ 
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⑧ 経過措置 インボイス経過措置区分を検索対象とする場合に選択します。 

⑨ 以外 
勘定科目～部門において、選択した項目以外を検索対象とする場合にチェッ 

クを入れます。 

⑩ 金額 金額を検索対象とする場合に範囲（下限金額～上限金額）を設定します。 

⑪ 証 No 証 No を検索対象とする場合に範囲を指定します。 

⑫ 
摘要 

取引先 

摘要、および取引先を検索条件とする場合に選択、あるいは文字入力します。 

文字入力の場合「部分一致」で検索が行われます。 

⑬ 
摘要未入力 

取引先未入力 

摘要、および取引先が未入力（＝空欄）であることを検索条件とする場合に

チェックを入れます。 

摘要欄、取引先欄に検索文言が入っている場合はチェックができません。 

⑭ 付箋仕訳のみ 
付箋を検索条件とする場合に貼付したユーザーをチェックします。 

付箋すべてを検索条件とする場合は「AO」「EU」双方をチェックします。 

⑮ 決算修正仕訳 
検索対象に決算修正仕訳を含めない場合は「含まない」を選択します。 

「決算修正仕訳のみ」も選択できます。 

⑯ 表示順 検索結果の並び順について「日付順」「登録 No 順」いずれかを選択します。 

⑰ 複合仕訳 
検索対象に複合仕訳を含めない場合は「含まない」を選択します。 

「複合仕訳のみ」も選択できます。 

⑱ 

外部データ取込仕訳 

Moneytree 取込仕訳 

資料付与仕訳 

検索対象に各メニューで入力された仕訳を含めない場合は「含まない」を選

択します。 

「…のみ」も選択できます。 

⑲ ［F9 クリア］ 設定した検索条件を全て初期化する場合にクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５、会計帳簿 

5­7 会計伝票 
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 ■ 受取手形の新規登録 

■ 受取手形の割引処理、裏書処理 

■ 受取手形の決済 

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

① 受取日 

手形の受取日を入力します。 

システム上の当期事業年度開始日より前の日付も登録可能です。 

未来日付は登録不可となります。 

② 
受取先 

手形番号 

受取先…勘定科目［受取手形］の補助科目を選択します。 

手形番号…手形番号を入力します。 

 

 

５、会計帳簿 

5­8 受取手形帳 

① 各項目について 

● 

 

① ③ ② ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 
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③ 手形金額 手形金額を入力します。 

④ 
摘要 

取引先 
それぞれ、選択あるいは直接入力をします。 

⑤ 
種別 

割引/裏書日 

種別…「受取」「割引」「裏書」いずれかを選択・変更します。 

割引/裏書日…種別を「割引」あるいは「裏書」をした場合に日付を入力しま

す。 

⑥ 満期日 手形の満期日を入力します。受取日よりも前の日付は登録できません。 

⑦ 顛末 

「未決済」「決済」「不渡」いずれかを選択・変更します。 

なお、設定した満期日と実際の日付を元に自動的に「未決済」から「決済」に

変わることはありません。 

⑧ 
入金銀行 

備考 

入金銀行…手形の入金銀行を選択します。 

     初期値は勘定科目「当座預金」とその先頭の補助科目です。 

備考…必要に応じて文言を入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５、会計帳簿 

5­8 受取手形帳 

仕訳データとの関連 

受取手形帳（ならびに支払手形帳）で登録・変更した情報は仕訳や残高へ連動しません。 

手形の登録・変更後に別途仕訳を作成する必要があります。 

なお、手形科目を使用した仕訳から手形帳へジャンプして、手形を作成登録することは可能です。 

 

仕訳 手形帳 

仕訳 手形帳 受取時のみ 
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(1)  借方に勘定科目「受取

手形」が使用されてい

る仕訳を表示します。 

 

＜対応メニュー＞ 

仕訳日記帳 

会計伝票 

現金出納帳 

銀行帳 

総勘定元帳・補助元帳 

 

(2)  対象仕訳にカーソルが

ある状態で［受取手形

入力］をクリックします。 

 

(3)  受取手形帳の新規手

形作成画面にジャンプ

します。 

 

② 仕訳メニューからのジャンプ 

５、会計帳簿 

5­8 受取手形帳 
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(4)  「満期日」「入金銀行」な

ど必要な情報を入力・

選択し［F2 登録］をクリ

ックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５、会計帳簿 

5­8 受取手形帳 

ジャンプ可能な仕訳 

 

 

 

新規手形作成にジャンプができる仕訳は借方科目に「受取手形」が使用されているもののみとなりま

す。 

それ以外の仕訳の場合も受取手形帳へジャンプしますが、ジャンプ先は一覧表示画面となります。 
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(1)  削除をする手形にカー

ソルがある状態で［F9

行 削 除 ］ を ク リ ッ し ま

す。 

 

この段階では、削除は

実行されません。 

［F2 登録］により行が削

除されます。 

(2)  ［F2 登録］をクリックしま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 受取手形の削除 

５、会計帳簿 

5­8 受取手形帳 

翌期更新との関連 

会計の翌期更新を実行しても登録済みの手形に影響はありません。 

よって、任意で［F9 行削除］を行わないかぎり、登録済みの手形はその顛末を問わず閲覧、出力およ

び修正等を行うことが可能です。 
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 ■ 支払手形の新規登録 

■ 支払手形の決済 

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

① 振出日 

手形の振出日を入力します。 

システム上の当期事業年度開始日より前の日付も登録可能です。 

未来日付は登録不可となります。 

② 
支払先 

手形番号 

支払先…勘定科目［支払手形］の補助科目を選択します。 

手形番号…手形番号を入力します。 

 

 

５、会計帳簿 

5­9 支払手形帳 

① 各項目について 

● 

 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ 
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③ 手形金額 手形金額を入力します。 

④ 
摘要 

取引先 
それぞれ、選択あるいは直接入力をします。 

⑤ 満期日 手形の満期日を入力します。振出日よりも前の日付は登録できません。 

⑥ 
顛末 

実行日 

顛末…「未決済」「決済」いずれかを選択・変更します。 

設定した満期日と実際の日付を元に自動的に「未決済」から「決 

済」に変わることはありません。 

実行日…顛末が「決済」の場合、その日付を入力します。 

⑦ 
決済銀行 

備考 

決済銀行…手形の決済銀行を選択します。 

     初期値は勘定科目「当座預金」とその先頭の補助科目です。 

備考…必要に応じて文言を入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５、会計帳簿 

5­8 受取手形帳 

仕訳データとの関連 

手形帳で登録・変更した情報は仕訳や残高へ連動しません。 

手形の登録・変更後に別途仕訳を作成する必要があります。 

なお、手形科目を使用した仕訳から手形帳へジャンプして、手形を作成登録することは可能です。 

 

仕訳 手形帳 

仕訳 手形帳 振出時のみ 



- 145 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)  貸方に勘定科目「支払

手形」が使用されてい

る仕訳を表示します。 

 

＜対応メニュー＞ 

仕訳日記帳 

会計伝票 

現金出納帳 

銀行帳 

総勘定元帳・補助元帳 

 

(2)  対象仕訳にカーソルが

ある状態で［支払手形

入力］をクリックします。 

 

(3)  支払手形帳の新規手

形作成画面にジャンプ

しますので、「満期日」

な ど 必 要 な 情 報 を 入

力・選択し［F2 登録］を

クリックします。 

 

② 仕訳メニューからのジャンプ 

５、会計帳簿 

5­9 支払手形帳 
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(1)  削除をする手形にカー

ソルがある状態で［F9

行 削 除 ］ を ク リ ッ し ま

す。 

 

この段階では、削除は

実行されません。 

［F2 登録］により行が削

除されます。 

(2)  ［F2 登録］をクリックしま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 支払手形の削除 

５、会計帳簿 

5­9 支払手形帳 

翌期更新との関連 

会計の翌期更新を実行しても登録済みの手形に影響はありません。 

よって、任意で［F9 行削除］を行わないかぎり、登録済みの手形はその顛末を問わず閲覧、出力およ

び修正等を行うことが可能です。 
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 ■ 給与メニューに登録された給与デー 

 タ、賞与データを仕訳（会計伝票）へ 

 連動 

  

  

  

  

  

  

 

 

 

(1)  給与（賞与）データの集

計条件を設定し［表示］

をクリックします。 

(2)  集計データに「摘要」

「科目」などの仕訳情報

を割り付けます。 

 

５、会計帳簿 

5­10 給与データ取込 

① 取り込みの手順 

● 
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(3)  取り込まないデータの

「取込」欄のチェックを

外し[F2 実行]をクリック

します。 

(4)  [会計伝票]にジャンプし

ます。 

必要に応じて修正を行

ない[F2 登録]をクリック

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５、会計帳簿 

5­10 給与データ取込 

割り当てた仕訳情報の次月引継ぎ 

摘要や貸借科目など、データ取り込み時に割り当てた仕訳情報は次月の給与データ取込に引き継がれ

ます。 

2 回目以降の取込作業において仕訳情報を設定する必要はありません。 

ただし、前回と異なる集計条件を設定した場合、仕訳情報は引き継がれません。 
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① 処理区分 給与/賞与いずれかを選択します。 

② 対象年度 
取り込みたい給与あるいは賞与の対象年度を選択します（会計の「当期」「翌

期」に当たる給与年度）。 

③ 通常・臨時区分 通常/臨時いずれかを選択します。（給与の場合のみ選択） 

④ 月区分又は賞与 取り込みたい給与の月区分、あるいは賞与の名称を選択します。 

⑤ 
勤怠情報パターン（支給日

区分） 

取り込みたい社員が含まれる勤怠情報パターンを選択します。 

賞与の場合は「支給日区分」に表示が変わり、賞与支給日①/②いずれかを選

択します。 

⑥ 処理日（日付） 
作成される仕訳の処理日を、該当月の給与メニューにおける給与締め日/給与

支払日いずれかから選択します。（給与の場合のみ選択） 

⑦ 支給額の集計「支給金額」 

給与総額…控除項目の額を引く前の支給金額を集計。主に、処理日を「給与 

締め日」とした場合に選択します。 

差引支給額…控除項目の額を引いた後の支給金額を集計。主に、処理日を「給 

与支払日」とした場合に選択します。 

 

 

 

 

② 各項目について 

５、会計帳簿 

5­10 給与データ取込 

① ② 
③ ④ ⑤ 
⑥ 

⑦ 
⑧ ⑨ ⑩ 

⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ 
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⑧ 
控除額の集計「全社一括集

計」 

する…社員区分に依らず全社一括で控除額が集計されます。 

この場合、控除額の部門別集計ならびに役員別集計を行うことができ 

ません。 

しない…社員区分ごとに控除額が集計されます。 

⑨ 部門別集計 

給与部門ごとにデータを集計する場合に「する」を選択します。 

※この「部門」は会計メニューの部門ではありません。 

支給額や控除額の仕訳を部門別に作成するためには、仕訳の部門欄に会 

計の部門コードを設定します。 

⑩ 役員別集計 
役員のデータ（役員報酬など）が 1 人別に集計する場合に「する」を選択し

ます。 

⑪ 日付 集計条件［処理日（日付）］に基づいた仕訳日付が表示されます。 

⑫ 
給与部門 

社員区分 

給与部門…集計条件を部門別集計「する」とした場合に表示されます。 

社員区分…給与メニューの社員区分ごとに集計・表示されます。 

ただし、控除項目について、全社一括集計「する」としている場 

合に社員区分は考慮されません。 

⑬ 
役員氏名 

支給・控除項目 

役員氏名…集計条件を役員別集計「する」としている場合に、役員が一人 

別で集計・表示されます。 

支給・控除項目…給与で使用されている項目が集計・表示されます。 

通勤費以外の課税支給項目は 1本に合算されます。 

⑭ 金額 

支給・控除項目の金額が集計されます。 

支給項目について集計条件を［差引支給額］としている場合は、控除項目を

差し引いた金額となります。 

⑮ 摘要名 

仕訳の摘要を設定します。 

マスタ作成「摘要設定」に登録されているものを選択するほか、直接文字入

力による設定も可能です。 

⑯ 借方科目～部門 各仕訳情報を設定します。 

⑰ 取込 
取り込みの対象としない仕訳のチェックを外します。 

金額がないものは空欄、その他はチェックありが初期表示となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

５、会計帳簿 

5­10 給与データ取込 
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 ■ 手元の現金有り残高と帳簿残高の 

 照合（現金照合表） 

■ 指定した単日の試算表の出力（日計 

 表） 

  

  

  

  

  

 

 

 

 

① 対象科目設定 照合を行う現金科目を設定します。 

② 対象年月日 

現金照合表の登録、閲覧をする年月日を設定します。 

ここで設定した対象年月日は、現金照合表、ならびに日計表の PDF 出力の対

象年月日としても適用されます。 

③ 勘定科目/補助科目 照合する現金科目、およびその補助科目を選択します。 

 

 

６、集計表 

6­1 現金照合表・日計表 

● 

① 各項目について 

① 

④ 

③ ② 

⑤ 

⑥ 
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④ 現金実際有り高 
手元の現金有り高（枚数）を直接入力します。 

「小切手他」は金額も直接入力します。 

⑤ 現金帳簿残高 帳簿残高（＝CASH RADAR PB システムの残高）が連動表示されます。 

⑥ 差額 
実際有り高を基準にした帳簿残高との差額を表示します。 

差額がある場合も［F2 登録］は可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６、集計表 

6­1 現金照合表・日計表 

「日計表」は PDF 出力のみ 

現金照合表・日計表メニューのうち、日計表については PDF 出力のみ対応となります。 

・現金照合表［作成］［PDF 出力］ 

・日計表  ［PDF 出力］ 
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(1)  対象年月日と科目を選

択します。 

 

(2)  手元の現金有り高（枚

数）を入力し、［F2 登

録］をクリックします。 

 

差額がゼロでない場合

も登録可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 現金照合表の作成 

６、集計表 

6­1 現金照合表・日計表 

現金照合の履歴 

現金照合表では［現金照合履歴リスト］により、過去に作成した現金照合表の一覧を確認することが

できます（有り高は合計額のみ）。 
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 ■ 月次試算表の集計・出力 

■ 補助残高確認表の集計・出力 

■ 部門集計可能 

■ 元帳ジャンプ機能 

■ 各種グラフの出力 

  

  

  

  

 

 

 

 

① 対象期間 
当期/翌期いずれかを選択したうえで、対象期間をマウスドラッグで選択しま

す。期首月を含めない期間、および単月の指定も可能です。 

② 部門 
部門による絞り込み集計を行う場合に選択します。 

初期値は「全社」＝部門無指定です。 

③ 種別 試算表の集計種別を選択します。初期値は「明細」です。 

 

 

６、集計表 

6­2 月次試算表 

● 

① 各項目について 

① ② 

③ ④ ④ ⑥ ⑤ 

⑦ 
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④ コード表示 
チェックを入れると勘定科目・補助科目のコードが表示されます。 

コード表示は PDF 出力時にも適用されます。 

⑤ 残高ゼロ表示する チェックを入れると残高がない勘定科目・補助科目も表示されます。 

⑥ 決算修正仕訳を含む 
チェックを入れると決算修正仕訳が集計対象に含められます。（初期値チェ

ックあり） 

⑦ 消費税 

税込/税抜いずれかを選択します。 

初期値は基本情報設定［消費税関連］タブにおける「経理方法」に基づきま

す。 

⑧ ＋－ボタン 
補助科目がある勘定科目で表示されます。［＋］をクリックすると補助科目

の集計が表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６、集計表 

6­2 月次試算表 

貸借対照表「部門調整」 

部門による絞り込みを行った場合、貸借対照表に［部門調整］行が追加されます。 

 

 

 

これは、各仕訳において貸借の部門が異なっている場合に計上される金額であり、貸借対照表上の貸

借を一致させるための項目となります。 

 

 

 

 

 

 

 

No140 部門調整なし（貸借部門ともに「営業」であるため） 

No141 部門「営業」の貸方、および共通部門の借方に部門調整\3,500 計上 

No142 部門「営業」の貸方、部門「総務」の借方に部門調整\1,500 計上 
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(1)  対象期間などを設定し

たうえで、画面上部［補

助残高一覧選択］をクリ

ックします。 

(2)  集計対象としたい勘定

科目を、右側「選択科

目」欄へ移動し［F2OK］

をクリックします。 

 

選択した科目は次回以

降の作成時に初期値と

して引き継がれます。 

(3)  補助残高確認表が表

示されます。 

 

［F12 試算表］で月次試

算表画面に戻ります。 

 

６、集計表 

6­2 月次試算表 

② 補助残高確認表の作成 
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(1)  対 象 期 間 な ど を 設 定

し、月次試算表（あるい

は補助残高確認表）を

表示します。 

(2)  元帳ジャンプを行いた

い＝残高の内訳を確認

したい勘定科目あるい

は補助科目をダブルク

リックします。 

 

ただし、表示種別が「要

約」の場合は実行でき

ません。 

(3)  総勘定元帳・補助元帳

メニューにジャンプし、

該当科目の元帳が表

示されます。 

 

［ESC 終了］で月次試算

表画面に戻ります。 

 

６、集計表 

6­2 月次試算表 

③ 総勘定元帳・補助元帳へのジャンプ 
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６、集計表 

6­2 月次試算表 

仕訳の新規入力、修正ができないケース 

ジャンプした総勘定元帳・補助元帳においても、仕訳の修正や追加、削除を行うことが可能です。 

ただし、通常の総勘定元帳・補助元帳と同様に、下記 A、B、Cの表示条件では元帳画面内で修正、追

加ができません（削除は可能）。 

 

 

 

なお、既存仕訳の修正については「伝票ジャンプ」により会計伝票の画面に移ることで実行するこ 

とが可能になります。 

Ａ 補助科目が空欄（補助科目がある勘定科目において） 

Ｂ 税抜を選択（消費税計算対象の勘定科目において） 

Ｃ 中部門、あるいは大部門を選択 

 

Ａ 
Ｂ 

Ｃ 
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 ■ 3 期比較試算表の集計・出力 

■ 補助残高 3 期比較表の集計・出力 

■ 部門集計可能 

■ 元帳ジャンプ機能 

■ 各種グラフの出力 

  

  

  

  

 

 

 

 

① 期首からの累計 単月および期中からの集計とする場合はチェックを外します。 

② 対象期間 
当期/翌期いずれかを選択したうえで、集計期間をマウスドラッグで選択しま

す。 

③ 共通費を配賦する 
損益科目の共通費を配賦する場合にチェックを入れます。（部門を選択して

いる場合のみ有効） 

 

 

６、集計表 

6­3 比較試算表 

● 

① 各項目について 

① 
② 

③ ④ ⑤ 
⑥ 

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 
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④ 決算修正仕訳を含む 
チェックを入れると決算修正仕訳が集計対象に含められます。（初期値チェ

ックあり） 

⑤ 部門 
部門による絞り込み集計を行う場合に選択します。 

初期値は「全社」＝部門無指定です。 

⑥ ［集計］ボタン 

条件①～⑤を設定後にクリックし、比較試算表を集計・表示します。 

集計が行われると非アクティブとなり、その後条件①～⑤を変更するとアク

ティブ（＝再実行可能）になります。 

⑦ 種別 試算表の集計種別を選択します。初期値は「明細」です。 

⑧ 残高ゼロ表示する チェックを入れると残高がない勘定科目・補助科目も表示されます。 

⑨ 消費税 

税込/税抜いずれかを選択します。 

初期値は基本情報設定［消費税関連］タブにおける「経理方法」に基づきま

す。 

⑩ 単位 集計金額の単位を選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［集計］ボタンについて 

６、集計表 

6­3 比較試算表 

【比較試算表】および【月別推移表】では、対象期間などの条件設定後に[集計]ボタンをクリックす

る必要があります。 

集計表示が実行されると[集計]ボタンは非アクティブになります。 

 

 設定した条件が反映されていない状態。クリックで集計が必要。 

 

設定した条件にもとづいて集計表示されている状態。 
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(1)  対象期間などを設定し

たうえで、画面上部［補

助残高比較表］をクリッ

クします。 

(2)  集計対象としたい勘定

科目を、右側「選択科

目」欄へ移動し［F2OK］

をクリックします。 

 

選択した科目は次回以

降の作成時に初期値と

して引き継がれます。 

(3)  ［集計］をクリックすると

補助残高比較表が表

示されます。 

 

既に試算表が集計され

ている＝［集計］が非ア

クティブの場合はクリッ

ク不要です。 

 

６、集計表 

6­3 比較試算表 

② 補助残高比較表の作成 
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(1)  ［集計］をクリックし、比

較試算表（あるいは補

助残高比較表）を表示

します。 

(2)  元帳ジャンプを行いた

い＝内訳を確認したい

集計金額をダブルクリ

ックします。 

 

前期、前々期の金額も

ジャンプ可能です（仕訳

入力が行われている場

合）。  

(3)  総勘定元帳・補助元帳

メニューにジャンプし、

集計金額の内訳＝元

帳が表示されます。 

 

前期、前々期を選択し

た場合は過去データの

元帳にジャンプします。 

 

６、集計表 

6­3 比較試算表 

③ 総勘定元帳・補助元帳へのジャンプ 
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 ■ 月別推移表の集計・出力 

■ 補助残高推移表の集計・出力 

■ 部門集計可能 

■ 元帳ジャンプ機能 

■ 各種グラフの出力 

  

  

  

  

 

 

 

 

① 対象期間 
当期/翌期いずれかを選択したうえでマウスドラッグで選択します。 

期首月以外の単月、および期中月からの選択はできません。 

② 共通費を配賦する 
損益科目の共通費を配賦する場合にチェックを入れます。（部門を選択して

いる場合のみ有効） 

③ 決算修正仕訳を含む チェックを入れると決算修正仕訳が集計対象に含められます。 

 

 

６、集計表 

6­4 月別推移表 

● 

① 各項目について 

① 
② ③ ④ ⑤ 

⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 
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④ 表示 

「月別」「四半期」いずれかを選択します。 

四半期表示では、1 年を 3 ヶ月ごと 4 つに分割した期と上半期、下半期の計

6期間の表示になります。 

⑤ 部門 
部門による絞り込み集計を行う場合に選択します。 

初期値は「全社」＝部門無指定です。 

⑥ ［集計］ボタン 

条件①～⑤を設定後にクリックし、比較試算表を集計・表示します。 

集計が行われると非アクティブとなり、その後条件①～⑤を変更するとアク

ティブ（＝再実行可能）になります。 

⑦ 種別 試算表の集計種別を選択します。初期値は「明細」です。 

⑧ 残高ゼロ表示する チェックを入れると残高がない勘定科目・補助科目も表示されます。 

⑨ 消費税 

税込/税抜いずれかを選択します。 

初期値は基本情報設定［消費税関連］タブにおける「経理方法」に基づきま

す。 

⑩ 単位 

集計金額の単位を選択します。 

「千円」とした場合は、千円未満を四捨五入します。 

また、集計された金額がゼロ以上千円未満の場合は「１」とします。（例：900

円→1千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［集計］ボタンについて 

６、集計表 

6­4 月別推移表 

【比較試算表】および【月別推移表】では、対象期間などの条件設定後に[集計]ボタンをクリックす

る必要があります。 

集計表示が実行されると[集計]ボタンは非アクティブになります。 

 

 設定した条件が反映されていない状態。クリックで集計が必要。 

 

設定した条件にもとづいて集計表示されている状態。 
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(1)  対象期間などを設定し

たうえで、画面上部［補

助残高一覧選択］をクリ

ックします。 

(2)  集計対象としたい勘定

科目を、右側「選択科

目」欄へ移動し［F2OK］

をクリックします。 

 

選択した科目は次回以

降の作成時に初期値と

して引き継がれます。 

(3)  ［集計］をクリックすると

補助残高比較表が表

示されます。 

 

既に試算表が集計され

ている＝［集計］が非ア

クティブの場合はクリッ

ク不要です。 

 

６、集計表 

6­4 月別推移表 

② 補助残高推移表の作成 
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(1)  ［集計］をクリックし、月

別推移表（あるいは補

助残高推移表）を表示

します。 

(2)  元帳ジャンプを行いた

い＝内訳を確認したい

集計金額をダブルクリ

ックします。 

(3)  総勘定元帳・補助元帳

メニューにジャンプし、

集計金額の内訳＝元

帳が表示されます。 

 

 

６、集計表 

6­4 月別推移表 

③ 総勘定元帳・補助元帳へのジャンプ 
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 ■ 変動損益計算書の 3 期比較出力 

■ 各種グラフの出力 

■ PDF のみ（画面表示なし） 

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

① 期首からの累計 単月および期中からの集計とする場合はチェックを外します。 

② 対象期間 
当期/翌期いずれかを選択したうえで、集計期間をマウスドラッグで選択しま

す。 

③ 部門 
部門による絞り込み集計を行う場合に選択します。 

初期値は「全社」＝部門無指定です。 

 

 

６、集計表 

6­5 変動損益計算書 

● 

① 各項目について 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 
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④ 共通費を配賦する 
損益科目の共通費を配賦する場合にチェックを入れます。（部門を選択して

いる場合のみ有効） 

⑤ 決算修正仕訳を含む 
チェックを入れると決算修正仕訳が集計対象に含められます。（初期値チェ

ックあり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６、集計表 

6­5 変動損益計算書 

科目設定［変動損益項目］ 

変動損益計算書の集計は、科目設定-損益計算書タブの［変動損益項目］に基づいて行われます。 
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表示順 項目名 計算方法 

① 売上高 変動損益項目「売上高」と設定した勘定科目の残高 

② 仕入高 変動損益項目「仕入高」と設定した勘定科目の残高 

③ 外注費 変動損益項目「外注費」と設定した勘定科目の残高 

④ その他変動費 変動損益項目「その他変動費」と設定した勘定科目の残高 

⑤ 変動費 合計 変動損益項目 ②＋③＋④ 

⑥ 限界利益 変動損益項目 ①－⑤ 

⑦ 役員報酬 変動損益項目「役員報酬」と設定した勘定科目の残高 

⑧ 従業員給与等 変動損益項目「従業員給与等」と設定した勘定科目の残高 

⑨ その他人件費 変動損益項目「その他人件費」と設定した勘定科目の残高 

⑩ 人件費合計 変動損益項目 ⑦＋⑧＋⑨ 

⑪ 減価償却費 変動損益項目「減価償却費」と設定した勘定科目の残高 

⑫ 地代家賃等 変動損益項目「地代家賃等」と設定した勘定科目の残高 

⑬ 製造費用 変動損益項目「製造費用」と設定した勘定科目の残高 

⑭ 金融費用 変動損益項目「金融費用」と設定した勘定科目の残高 

⑮ その他固定費 変動損益項目「その他固定費」と設定した勘定科目の残高 

⑯ 営業外損益 変動損益項目「営業外損益」と設定した勘定科目の残高 

⑰ 固定費 合計 変動損益項目 ⑩＋⑪＋⑫＋⑬＋⑭＋⑮＋⑯ 

⑱ 経常利益 変動損益項目 ⑥－⑰ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６、集計表 

6­5 変動損益計算書 

② 集計項目の計算式 

個人事業者の項目名 

① 売上高    →「売上高・収入」 

⑦ 役員報酬   →「専従者給与」 

⑧ 従業員給与等 →「給料・賃金」 

⑯ 営業外損益  →「引当金等」 

⑱ 経常利益   →「控除前所得金額」 
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表示順 分析値 計算方法 

① 損益分岐点売上高 固定費合計／限界利益率 

② 月平均従業員数 従業員数の期間計／期間 

③ １人あたり売上高(月) 月平均売上高／月平均従業員数 

④ １人あたり付加価値(月) 月平均付加価値額／月平均従業員数 

⑤ １人あたり人件費(月) 月平均人件費／月平均従業員数 

⑥ 限界利益率 (限界利益／売上高)×100 

⑦ 固定比率 (固定費合計／売上高)×100 

⑧ 経営安全率 {1－(損益分岐点売上高／売上高)}×100 

⑨ 付加価値率 (付加価値額／売上高)×100 

⑩ 労働分配率 (人件費計／付加価値額)×100 

― 付加価値額 売上高－(仕入高＋外注費) 

―  従業員数 ｢従業員数入力｣にて別途設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６、集計表 

6­5 変動損益計算書 

③ 分析値の計算式 

従業員数の設定 

分析値②～⑤の計算に用いられる月別従業員数は、メニュー画面上部［従業員数入力］ボタンで設

定します。 
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 ■ 区分別、科目別の消費税集計表の 

 作成・出力 

■ 簡易課税集計表の作成・出力 

■ 課税方式（一般/簡易）による概算 

 消費税額の比較 

  

  

  

  

 

 

 

 

① 期首からの累計 単月および期中からの集計とする場合はチェックを外します。 

② 対象期間 当期/翌期いずれかを選択したうえで、をマウスドラッグで選択します。 

③ 決算修正仕訳を含む 
チェックを入れると決算修正仕訳が集計対象に含められます。（初期値チェ

ックあり） 

④ 残高ゼロ表示する チェックを入れると残高がない消費税区分も表示されます。 

 

 

６、集計表 

6­6 消費税集計表 

● 

① 各項目について（消費税区分集計表タブ） 

① 
② 

④ 

③ 
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(1)  仕訳日記帳ジャンプを

行いたい＝内訳を確認

したい消費税区分をダ

ブルクリックします。 

 

※画面上部［仕訳日記

帳ジャンプ］ボタンでも

操作可能です。 

(2)  仕訳日記帳メニューに

ジャンプし、集計金額の

仕訳内訳が表示されま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６、集計表 

6­6 消費税集計表 

② 仕訳日記帳へのジャンプ（消費税区分集計表タブ） 



- 173 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 期首からの累計 単月および期中からの集計とする場合はチェックを外します。 

② 対象期間 当期/翌期いずれかを選択したうえで、をマウスドラッグで選択します。 

③ 決算修正仕訳を含む 
チェックを入れると決算修正仕訳が集計対象に含められます。（初期値チェ

ックあり） 

④ 対象税率 
集計対象を税率で絞り込む場合に「10％」「軽減税率」「8％」「5％」から選

択します。 

⑤ 補助科目を表示する チェックを入れると補助科目が表示されます。（初期値チェックあり） 

⑥ 残高ゼロ区分を表示する チェックを入れると残高がない消費税区分も表示されます。 

⑦ 税抜/税込 集計金額の経理方法を切り替えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６、集計表 

6­6 消費税集計表 

③ 各項目について（科目別消費税区分集計表タブ） 

① 
② 

③ 

④ 
⑤ 

⑥ ⑦ 
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(1)  明細を確認したい科目

を ダ ブ ル ク リ ッ ク し ま

す。 

 

※画面上部［科目別明

細］ボタンでも操作可能

です。 

(2)  仕訳日記帳メニューに

ジャンプし、集計金額の

仕訳内訳が表示されま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６、集計表 

6­6 消費税集計表 

④ 科目別明細（科目別消費税区分集計表タブ） 

科目別明細からの仕訳日記帳ジャンプ 

 

 

 

 

 

 

 

 

科目別明細ウインドウから、さらに仕

訳日記帳へのジャンプ（ダブルクリッ

クあるいはボタン押下）を行うことも

可能です。 
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① 期首からの累計 単月および期中からの集計とする場合はチェックを外します。 

② 対象期間 当期/翌期いずれかを選択したうえで、をマウスドラッグで選択します。 

③ 決算修正仕訳を含む 
チェックを入れると決算修正仕訳が集計対象に含められます。（初期値チェ

ックあり） 

④ 補助科目を表示する チェックを入れると補助科目が表示されます。（初期値チェックあり） 

⑤ 税抜/税込 集計金額の経理方法を切り替えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６、集計表 

6­6 消費税集計表 

⑤ 各項目について（簡易課税集計表タブ） 

① 

③ 
② 

④ ⑤ 
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(1)  画面上部［課税方式比

較］ボタンをクリックしま

す。 

 

(2)  一般課税の控除方式を

選択、および簡易課税

の事業区分の割合(※)

を入力します。 

 

(※)課税方法が簡易課

税である会社の場合は

入力不要です。 

 

(3)  ［計算実行］をクリックし

ます。 

 

設定内容に基づいた

「一般」「簡易」それぞれ

の概算消費税額が算

出されます。 

 

６、集計表 

6­6 消費税集計表 

⑥ 課税方式比較（一般課税／簡易課税） 
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 ■ 部門別損益計算書の作成・印刷 

■ グラフの出力 

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

① 期首からの累計 単月および期中からの集計とする場合はチェックを外します。 

② 対象期間 当期/翌期いずれかを選択したうえで、をマウスドラッグで選択します。 

③ 集計単位 
集計する部門の階層を選択します。 

大・中部門とした場合は、特定の 1部門を選択することも可能です。 

④ 構成比率 集計される構成比率を選択します。 

 

 

６、集計表 

6­7 部門別損益計算書 

● 

① 各項目について 

① 
② 

③ 

④ 
⑤ 

⑥ 
⑦ 
⑧ 

⑨ 

⑩ 
⑪ 
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⑤ 種別 集計種別を選択します。初期値は「明細」です。 

⑥ 共通費を配賦する 
チェックを入れると［部門設定］の科目別配賦設定に基づいて、共通費（仕訳

入力で部門を「000.共通」としている残高）が配賦されます。 

⑦ 残高ゼロ科目を表示する チェックを入れると残高がない勘定科目も集計表示されます。 

⑧ 残高ゼロ部門を表示する チェックを入れると残高がない部門も集計表示されます。 

⑨ 決算修正仕訳を含む 
チェックを入れると決算修正仕訳が集計対象に含められます。（初期値チェ

ックあり） 

⑩ 消費税 集計金額の経理方法を切り替えます。 

⑪ 単位 

集計金額の単位を選択します。 

「千円」とした場合は、千円未満を四捨五入します。 

また、集計された金額がゼロ以上千円未満の場合は「１」とします。（例：900

円→1千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６、集計表 

6­7 部門別損益計算書 
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６、集計表 

6­8 集計表の共通操作 

① 集計表 PDF の出力 

［印刷］ボタンと［F2 出力］キー 

集計表の PDF 出力は、メニューによりコマンドが異なります。 

 

 出力コマンド 出力帳票 

現金照合表・日計表 

 

現金照合表 

日計表 

月次試算表 
月次試算表 

補助残高確認表 

比較試算表 
比較試算表 

補助残高比較表 

月別推移表 
月別推移表 

補助残高推移表 

消費税集計表 

消費税区分集計表 

科目別消費税区分集計表 

簡易課税集計表 

変動損益計算書 
 

変動損益計算書 

部門別損益計算書 部門別損益計算書 
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６、集計表 

6­8 集計表の共通操作 

② グラフ PDF の出力 

出力できるグラフ 

 

 

 

 

 

 

                        例）月次試算表のメニューバー 

   

現金照合表・日計表 （グラフなし） 

月次試算表 
■貸借対照表構成グラフ 

■対売上高比率グラフ 

比較試算表 ■3期実績比較グラフ 

月別推移表 ■複合推移グラフ 

変動損益計算書 

■変動損益比較グラフ 

■固定費比較グラフ 

■損益分岐点グラフ 

消費税集計表 （グラフなし） 

部門別損益計算書 ■部門間売上比率グラフ 

 

集計表メニューでは通常の集計表のほか、グラフを出力することが可能です。 

各メニューの画面上部メニューバーから出力して下さい。 
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 ■ キャッシュフロー計算書の作成・出力 

■ グラフの作成・出力 

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

① 期首からの累計 単月および期中からの集計とする場合はチェックを外します。 

② 対象期間 当期/翌期いずれかを選択したうえで、をマウスドラッグで選択します。 

③ 
無償増資・減資の額 

配当金の支払額 
対象期間中に発生した場合に、それぞれ金額を入力します。 

④ CF グラフ キャッシュフロー計算書のグラフを出力します。 

 

 

７、管理会計 

7­1 キャッシュフロー計算書 

① 各項目について 

● 

① 

② 

③ 

④ 
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(1)  画面上部［ＣＦ項目設

定］ボタンをクリックしま

す。 

 

(2)  集計対象科目を設定す

る「キャッシュフロー項

目」を選択します。 

(3)  集計対象とする勘定科

目を［選択科目］欄へ移

動します。 

 

７、管理会計 

7­1 キャッシュフロー計算書 

② 集計対象科目の任意設定 
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(4)  ［F2OK］をクリックしま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７、管理会計 

7­1 キャッシュフロー計算書 

設定可能なキャッシュフロー項目 

ＣＦ項目設定（＝集計対象科目の任意設定）が可能なキャッシュフロー項目は以下のとおりです。 

設定した勘定科目の残高がキャッシュフロー計算書に連動します。 

 

・貸倒損失       ・固定資産除却損            ・前受収益の純増/純減     

・未払金等の純増/純減  ・定期性預金の純増/純減     ・貸付金の純増/純減   

・有価証券の純増/純減 
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No 項目名 取得科目 

1 営業キャッシュフロー 計算 №2-10+22+23 

2 営業収入 計算 №3+8+9 

3 売上総収入 計算 №4+5+6+7 

4 純売上高 集計科目「6199 純売上高」の期間残高 

5 
売掛債権の純増 

(純減) 

集計科目「1139 売上債権計」の期間残高×(-1) 

※0＞の場合「純増」、それ以外は「純減」 

6 貸倒損失 CF 項目設定「貸倒損失」に設定した科目の期間残高計×(-1) 

7 
前受収益の純増 

(純減) 

CF 項目設定「前受収益の純増/純減」に設定した科目の期間残高計 

※0＞の場合「純減」、それ以外は「純増」 

8 受取利息・配当金 
集計科目「7119 受取利息・配当」の期間残高 

※個人事業者の場合はなし 

9 雑益等収入 

集計科目「7129 その他営業外収益計」＋「8199 特別利益計」の期間

残高 

※個人事業者＝「集計科目 7199 繰戻等計」の期間残高 

10 営業支出 計算 №11+15+20+21 

11 原価総支出 計算 №12+13+14 

12 売上原価 集計科目「6299 売上原価」-「6365 減価償却費」の期間残高 

13 
買掛債務の純増 

(純減) 

集計科目「4129 買入債務計」の期間残高×(-1) 

※0＞の場合「純増」、それ以外は「純減」 

14 
棚卸資産の純増 

(純減) 

集計科目「1299 棚卸資産計」の期間残高  

※0＞の場合「純減」、それ以外は「純増」 

15 販売管理費総支出 計算 №16+17+18+19 

16 人件費支出 集計科目「6449 人件費計」の期間残高 

17 その他経費支出 
集計科目「6488 その他経費計」-「6472 減価償却費」- CF 項目設定

画面「貸倒損失」に設定した科目の期間残高計 

18 
未払金等の純増 

    （純減） 

CF 項目設定「未払金等の純増/純減」に設定した科目の期間残高計

×(-1)  

※0＞の場合「純増」、それ以外は「純減」 

19 支払利息 集計科目「7219 支払利息等」の期間残高 

 

 

 

７、管理会計 

7­1 キャッシュフロー計算書 

③ 「直接法」の計算式 
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No 項目名 取得科目 

20 雑損等支出 

集計科目「7289 その他営業外費用計」+「8299 特別損失計」の期間

残高-CF 項目設定画面「固定資産除却損」に設定した科目の期間残

高計  

※個人事業者＝「集計科目 7299 繰入額等計」の期間残高- CF 項目

設定画面「固定資産除却損」に設定した科目の期間残高計 

21 法人税等の支払 
勘定科目「9112 法人税・住民税及び事業税」の期間残高 

※個人事業者の場合はなし 

22 
その他資産の純増 

（純減） 

集計科目「1399 他流動資産計」+「3199 繰延資産合計」+「3311 諸

口」+「3312 科目未定」-「CF 項目設定画面に設定されている“1300

他の流動資産”に属する科目」の期間残高 ×(-1) 

※0＞の場合「純増」、それ以外は「純減」 

23 
その他負債の純増 

（純減） 

集計科目「4189 他流動負債計」-「CF 項目設定画面に設定している

“4140 他の流動負債”に属する科目」の期間残高 

※0＞の場合「純減」、それ以外は「純増」 

24 投資キャッシュフロー 計算 No25+26+27+28+29 

25 
定期性預金の純増 

(純減) 

CF 項目設定「定期性預金の純増/純減」に設定した科目の期間残高

計×(-1) 

※0＞の場合「純増」、それ以外は「純減」 

26 
有価証券の純増 

(純減) 

CF 項目設定「有価証券の純増/純減」に設定した科目の期間残高計

×(-1) 

※0＞の場合「純増」、それ以外は「純減」 

27 
固定資産の純増 

(純減) 

集計科目「2199 有形固定資産計」+「2299 無形固定資産計」+減価償

却費+固定資産除却損の期間残高×(-1) 

※0＞の場合「純増」、それ以外は「純減」 

28 
その他投資の純増 

(純減) 

集計科目「2399 その他投資計」-「CF 項目設定画面に設定している

“2300 投資その他の資産”に属する科目」の期間残高×(-1) 

※0＞の場合「純増」、それ以外は「純減」 

29 
貸付金の純増 

(純減) 

CF 項目設定「貸付金の純増/純減」に設定した科目の期間残高計×

(-1) 

※0＞の場合「純増」、それ以外は「純減」 

30 フリーキャッシュフロー 計算 No1+24 

 

 

 

 

７、管理会計 

7­1 キャッシュフロー計算書 
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No 項目名 取得科目 

31 財務キャッシュフロー 計算 No32+33+34+35+36 

32 
短期借入金の純増 

(純減) 

集計科目「4139 短期借入金計」の期間残高 

※0＞の場合「純減」、それ以外は「純増」 

33 
長期借入金の純増 

(純減) 

集計科目「4219 長期借入金計」の期間残高 

※0＞の場合「純減」、それ以外は「純増」 

34 
その他固定負債の純増  

(純減) 

集計科目「4239 他の固定負債計」の期間残高 

※0＞の場合「純減」、それ以外は「純増」 

35 
資本金の純増 

(純減) 

勘定科目「5111 資本金」の期間残高-画面で入力した無償増資減資

の額 

※個人事業者：CF 項目名「事業主勘定のＸＸ」＝「4319 事業主借

計」－「3219 事業主貸計」＋「5111 元入金」の期間残高 

※0＞の場合「純減」、それ以外は「純増」 

36 配当金の支払い 
画面で入力した配当金の支払額×(-1) 

※個人事業者の場合はなし 

37 キャッシュフロー 計算  No30+31 

38 
YYYY/MM/DD  

現金・預金 
集計科目「現金預金計」-№25 の期間開始月前月残高 

39 
YYYY/MM/DD  

現金・預金 
集計科目「現金預金計」-№25 の期間終了月当月残高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７、管理会計 

7­1 キャッシュフロー計算書 
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No 項目名 取得科目 

1 営業キャッシュフロー 計算 №2+3+4+5+6+7+8+9+10+1112+13 

2 税引前当期利益 

集計科目「8599 税引前当期純利益」の期間残高 

※個人事業者：CF 項目名「控除前所得金額」＝「集計科目 9199 控

除前所得金額」の期間残高 

3 
売掛債権の純増 

(純減) 

集計科目「1139 売上債権計」の期間残高+「4.貸倒損失」×(-1) 

※0＞の場合「純増」、それ以外は「純減」 

4 貸倒損失 CF 項目設定「貸倒損失」に設定した科目の期間残高計 

5 
前受収益の純増 

(純減) 

CF 項目設定「前受収益の純増/純減」に設定した科目の期間残高計  

※0＞の場合「純減」、それ以外は「純増」 

6 
買掛債務の純増 

(純減) 

集計科目「4129 買入債務計」の期間残高 

※0＞の場合「純減」、それ以外は「純増」 

7 
棚卸資産の純増 

(純減) 

集計科目「1299 棚卸資産計」の期間残高×(-1)  

※0＞の場合「純増」、それ以外は「純減」 

8 
未払金等の純増 

    （純減） 

CF 項目設定「未払金等の純増/純減」に設定した科目の期間残高計  

※0＞の場合「純減」、それ以外は「純増」 

9 減価償却費 勘定科目「6365 減価償却費」+「6472 減価償却費」 

10 固定資産除却損 CF 項目設定「固定資産除却損」に設定した科目の期間残高計 

11 法人税等の支払 
勘定科目「9112 法人税・住民税及び事業税」の期間残高 

※個人事業者の場合はなし 

12 
その他資産の純増 

（純減） 

集計科目「1399 他流動資産計」+「3199 繰延資産合計」+「3311 諸

口」+「3312 科目未定」-「CF 項目設定画面に設定されている“1300

他の流動資産”に属する科目」の期間残高 ×(-1) 

※0＞の場合「純増」、それ以外は「純減」 

13 
その他負債の純増 

（純減） 

集計科目「4189 他流動負債計」-「CF 項目設定画面に設定している

“4140 他の流動負債”に属する科目」の期間残高 

※0＞の場合「純減」、それ以外は「純増」 

14 投資キャッシュフロー 計算 No15+16+17+18+19 

15 
定期性預金の純増 

(純減) 

CF 項目設定「定期性預金の純増/純減」に設定した科目の期間残高

計×(-1)     

※0＞の場合「純増」、それ以外は「純減」 

 

 

７、管理会計 

7­1 キャッシュフロー計算書 

④ 「間接法」の計算式 
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No 項目名 取得科目 

16 
有価証券の純増 

(純減) 

CF 項目設定「有価証券の純増/純減」に設定した科目の期間残高計

×(-1) 

※0＞の場合「純増」、それ以外は「純減」 

17 
固定資産の純増 

(純減) 

集計科目「2199 有形固定資産計」+「2299 無形固定資産計」+№9+10

の期間残高×(-1) 

※0＞の場合「純増」、それ以外は「純減」 

18 
その他投資の純増 

(純減) 

集計科目「2399 その他投資計」-「CF 項目設定画面に設定している

“2300 投資その他の資産”に属する科目」の期間残高×(-1) 

※0＞の場合「純増」、それ以外は「純減」 

19 
貸付金の純増 

(純減) 

CF 項目設定「貸付金の純増/純減」に設定した科目の期間残高計×

(-1) 

※0＞の場合「純増」、それ以外は「純減」 

20 フリーキャッシュフロー 計算 No1+14 

21 財務キャッシュフロー 計算 No22+23+24+25+26 

22 
短期借入金の純増 

(純減) 

集計科目「4139 短期借入金計」の期間残高 

※0＞の場合「純減」、それ以外は「純増」 

23 
長期借入金の純増 

(純減) 

集計科目「4219 長期借入金計」の期間残高 

※0＞の場合「純減」、それ以外は「純増」 

24 
その他固定負債の純増  

(純減) 

集計科目「4239 他の固定負債計」の期間残高 

※0＞の場合「純減」、それ以外は「純増」 

25 
資本金の純増 

(純減) 

勘定科目「5111 資本金」の期間残高-画面で入力した無償増資減資

の額 

※個人事業者：ＣＦ項目名「事業主勘定のＸＸ」＝「4319 事業主借

計」－「3219 事業主貸計」＋「5111 元入金」の期間残高 

※0＞の場合「純減」、それ以外は「純増」 

26 配当金の支払い 
画面で入力した配当金の支払額×(-1) 

※個人事業者の場合はなし 

27 キャッシュフロー 計算  No20+21 

28 
YYYY/MM/DD  

現金・預金 
集計科目「現金預金計」-№15 の期間開始月前月残高 

29 
YYYY/MM/DD  

現金・預金 
集計科目「現金預金計」-№15 の期間終了月当月残高 

 

 

７、管理会計 

7­1 キャッシュフロー計算書 
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 ■ 資金科目（現金、預金）の入出金予 

 定表を作成 

■ 会計帳簿メニューの「入出金予定入 

 力」から連動可能 

■ オリジナル入出金項目追加 

  

  

  

  

 

 

 

(1)  画面上部［予定表新規

作成］ボタンをクリックし

ます。 

 

(2)  「対象期間」を 1 日以

上、3 ヶ月以内の範囲

で設定し、開始日時点

の資金を「現時点での

資金」へ入力します。 

 

７、管理会計 

7­2 入出金予定表 

① 入出金予定表の新規作成 

● 
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(3)  ［F6 項目追加］、あるい

は空欄行への直接入

力で各項目を入力しま

す。 

(4)  ［F2 登録］をクリックしま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７、管理会計 

7­2 入出金予定表 

登録済みリスト 

 

 

 

登録された入出金予定表は画面左上にリスト表示されます。マウスクリックで選択し、登録内容

の修正等が可能です（ただし、対象期間は修正不可）。 

不要になったリストは［予定表削除］ボタンで削除を行って下さい。 

また、［予定表新規作成］では、選択されている予定表を再利用することが可能です。既存の予

定表と対象期間が重なる場合に活用して下さい。 
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① リスト 
作成済みの予定表が表示されます。 

マウスクリックで選択し、修正等を行うことができます。 

② 対象期間 
予定表の対象期間（作成の日から 3ヶ月内）を設定します。 

作成済みの予定表の場合は非アクティブとなり変更できません。 

③ 現時点での資金 予定表作成時点での資金科目の金額を入力します。 

④ メモ 予定表に関連する注釈等を任意入力します。 

⑤ 項目 

以下の方法で追加された項目が表示されます。 

・会計帳簿の各メニューで「入出金予定入力」を行った項目 

・支払手形帳で登録された支払手形項目 

・［F6 項目追加］で追加した項目 

・空欄行（あるいは［F8 行挿入］で追加した行）に直接入力した項目 

⑥ 予定／コメント 

毎月 1日を起点に 5日区切りで表示されます。 

入金/出金の予定額が連動されます。直接入力で項目を作成した場合は、金額

を直接入力します。 

必要に応じてコメントを入力します。 

 

 

 

７、管理会計 

7­2 入出金予定表 

② 各項目について 

① ② ③ 

④ 

⑤ ⑥ 
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(1)  入出金予定表へ連動さ

せたい仕訳にカーソル

がある状態で［入出金

予定入力］ボタンをクリ

ックします。 

 

(2)  入金あるいは出金の予

定日を入力し［F2OK］を

クリックします。 

 

金額の変更も可能で

す。 

(3)  入出金予定表［予定表

新規作成］ボタンから作

成する予定表へ項目と

金額が反映します。 

 

なお、登録済みの予定

表には反映しません。 

 

７、管理会計 

7­2 入出金予定表 

③ 会計帳簿メニュー［入出金予定入力］による項目追加 
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７、管理会計 

7­2 入出金予定表 

入出金予定入力が可能なメニュー、仕訳 

＜メニュー＞ 

仕訳日記帳 

総勘定元帳・補助元帳 

 

＜仕訳＞ 

売上債権や買入債務などの発生仕訳 

 勘定科目中分類 借方で使用 貸方で使用 

1120 売上債権 

（売掛金、受取手形など） 

1300 他の流動資産 

（前払費用、未収入金など） 

○ 

入金予定 
× 

4110 買入債務 

（買掛金、支払手形など） 

4130 短期借入金 

4140 他の流動負債 

（未払費用、未払金など） 

4210 長期借入金 

4220 他の固定負債 

× 
○ 

出金予定 

          ただし、仮払/仮受消費税、裏書/割引手形は対象外 

 

入出金予定表から項目を削除する場合は、該当の仕訳で再度「入出金予定入力」ボタンをクリック

し［F9 削除］を実行します。 



- 194 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)  ［F6 項目追加］をクリッ

クします。 

カーソル位置は問いま

せん。 

(2)  科目、予定日、予定額

を選択・入力し［F2OK］

をクリックします。 

 

複数行に分割すること

も可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７、管理会計 

7­2 入出金予定表 

④ ［F6 項目追加］による項目追加 

［F7 項目修正］ 

［F6 項目追加］で追加された項目、予定日、および予定金額は予定表画面内では修正削除を行うこ

とができません。 

修正削除は［F7 項目修正］で実行します。 
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 ■ 資金科目の推移をシミュレーション 

■ 入出金予定入力からデータ連動 

■ グラフの作成・出力可能 

  

  

  

  

  

  

 

 

 

(1)  対象期間（年月）を入力

し Enter を押下します。 

 

すでに作成済みである

場合は［資金繰り初期

化］を実行後に対象年

月を入力します。 

(2)  対象期間における実績

値（＝仕訳残高）、およ

び入出金予定額が反

映されます。 

 

 

７、管理会計 

7­3 資金繰り表 

① 資金繰り表の作成 

● 
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(3)  各資金繰り項目の金額

を調整し［F2 登録］をク

リックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７、管理会計 

7­3 資金繰り表 

［資金繰り初期化］について 

資金繰り表では複数のデータを保管することはできません。最後に［F2 登録］が行われた資金繰り

表のみが閲覧、操作、出力の対象となります。 

新しい資金繰り表の作成（＝対象期間の変更）は、画面上部［資金繰り初期化］を実行したうえで

進めていただくことになります。 
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① 実績期間（年月） 
［当期］［翌期］のうち、実績のある期間（＝仕訳が入力されている期間）が

表示されます。 

② 対象期間（年月） 

集計する対象期間を入力します。最長 12 ヵ月、翌期以降の年月も設定可能で

す。 

F2 登録後に変更を行う場合は［資金繰り初期化］を実行します。 

③ 資金繰り項目 科目設定メニューの「資金繰り項目」が表示されます。 

④ 各月集計 

科目設定メニューの「資金繰り項目」に基づいて、各勘定科目の残高、ならび

に入出金予定額が集計されます。 

■実績期間（黒文字） 

各項目の仕訳残高が集計されます。 

■実績期間外（青文字） 

会計帳簿で［入出金予定入力］を行った金額、および入出金予定表で［F6 項

目追加］を行った金額が集計されます。 

いずれの金額も修正が可能です。 

 

 

 

 

７、管理会計 

7­3 資金繰り表 

② 各項目について 

① ② 

③ ④ 
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(1)  ［実績再集計］をクリッ

クし、メッセージに対し

「はい」を選択します。 

(2)  ［F2 登録］をクリックしま

す。 

 

 

 

 

 

７、管理会計 

7­3 資金繰り表 

③ 実績期間の再集計 

実績再集計とは？ 

［実績再集計］は、資金繰り表の［F2登録］を実行した後に会計帳簿で仕訳の追加・修正・削除が

行われた場合、その変更金額を実績期間（黒文字の金額）に反映させるための機能です。 

なお、［F2登録］時点では実績期間外（青文字の金額）だった月に仕訳が入力されている場合は、

再集計により実績期間（黒文字の金額）へ変動します。 
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 ■ 損益科目の年間予算を策定 

■ ［予算実績管理］メニューに反映 

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

① 事業年度 ドロップダウンから事業年度を選択します。当期と翌期が選択可能です。 

② 部門選択 部門を選択します。大・中・小部門が選択可能です。 

③ 種別 科目分類の表示方法を選択します。 

④ 残高ゼロ表示する 
チェックを入れると残高がない勘定科目・補助科目も表示されます（初期値

チェック無し）。 

 

 

７、管理会計 

7­4 予算策定 

① 各項目について 

● 

① ② ③ ④ 

⑥ 
⑦ 

⑤ 
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⑤ 決算修正仕訳を含む 
チェックを入れると決算修正仕訳が集計対象に含められます（初期値チェッ

クあり）。 

⑥ 前期実績 選択した事業年度の前期の残高が表示されます。修正はできません。 

⑦ 予算 
予算額を各月に入力します。 

直接入力のほか［簡易入力］ボタンから科目ごとの一括入力が可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７、管理会計 

7­4 予算策定 

実績比較は「予算実績管理」メニュー 

予算策定メニューでは、当期の予算作りのみを行います。 

策定した予算と実際の当期損益（実績）との比較は、「予算実績管理」メニューで行います。 

 

 予算策定 予算実績管理 
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(1)  予算額を入力する科目

にカーソルがある状態

で［簡易入力］をクリック

します。 

(2)  ・均等月額法 

・実績比率按分法 

 

いずれかの策定方法を

選択し、金額を入力の

うえ［F2OK］をクリックし

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７、管理会計 

7­4 予算策定 

② 予算の簡易入力 

2 種の簡易入力 

策定方法 入力する金額 各月に設定される予算額 

均等月額法 単月の額 入力金額のまま 

実績比率按分法 年間の総額 入力金額を各月の前期実績にもとづいて按分 
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 ■ 予算作成メニューで作成した予算に 

 対する実績比較表を出力 

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

① 期首からの累計 単月および期中からの集計とする場合はチェックを外します。 

② 対象期間 当期/翌期いずれかを選択したうえで、をマウスドラッグで選択します。 

③ 出力帳票 

■予算実績管理表…対象期間の予算実績を出力します。 

■月別推移委予算実績管理表…対象期間の月別の予算実績を出力し 

ます。グラフ出力も可能です。 

 

 

７、管理会計 

7­5 予算実績管理 

① 各項目について 

● 

① 
② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 
⑦ 
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④ 部門選択 
チェックを入れると残高がない勘定科目・補助科目も表示されます（初期値

チェック無し）。 

⑤ 種別選択 集計種別を選択します。初期値は「明細」です。 

⑥ 残高ゼロ表示する チェックを入れると残高がない勘定科目・補助科目も表示されます。 

⑦ 決算修正仕訳を含む チェックを入れると決算修正仕訳が集計対象に含められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７、管理会計 

7­5 予算実績管理 

予算は「予算策定」メニューで登録 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算実績管理には対象期間における仕訳残高が当期実績として集計されます 

当期予算は、あらかじめ「予算策定」メニューで登録した額が連動します。 

予算策定 予算実績管理 
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 ■ 仕訳内容や残高について不整合が 

 ないか一括でチェック 

■ 独自の監査項目を追加可能 

  

  

  

  

  

  

 

 

 

(1)  監査対象とする期間を

選択します。 

選択可能期間は最大 3

ヶ月となります。 

 

(2)  監査を実行する項目を

選択します。 

 

 

８、会計監査 

8­1 データ監査 

① データ監査の実行 

● 
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(3)  ［F2 実行］をクリックしま

す。 

 

(4)  該当データ欄に［あり］

［なし］いずれかが表示

されます。 

 

［あり］をクリックすると、

監査内容に適合する仕

訳等にジャンプし、確

認・修正を行うことがで

きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８、会計監査 

8­1 データ監査 

「データ監査」とは？ 

データ監査とは、監査におけるポイントを 24 項目の「監査項目」として標準化し、簡単な操作で一

括チェックを実行するメニューです。 

項目の標準化により、新入社員や未経験者でも一定水準の監査業務を行うことができるようになり

ます。 
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(1)  ［F6 項目追加］をクリッ

クします。 

 

(2)  独自の監査内容を入

力・選択し、［F2OK］を

クリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８、会計監査 

8­1 データ監査 

② 監査項目の追加 

監査項目の修正・削除 

■ 監査項目 No1～24（システム初期項目） 

  修正、削除不可。 

 

■ 監査項目 No25～（ユーザー独自項目） 

 ［F7 項目修正］［F9削除］可能。 

また、［F12 表示順変更］により独自項目間での並べ替え可能。 
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① No ［F2OK］時に自動附番されます。任意設定はできません。 

② 
監査項目 

監査内容 
項目名とその内容を入力します。 

③ 登録者 監査項目の作成者名を入力します。 

④ 詳細 監査内容の詳細を入力します。 

⑤ 呼出帳簿 「仕訳日記帳」「元帳」のいずれかを選択します。 

⑥ 
勘定科目 

補助科目 
呼出帳簿「仕訳日記帳」の条件となる勘定科目、補助科目を選択します。 

⑦ 
借方 

貸方 

呼出帳簿「仕訳日記帳」の各条件を仕訳の借方/貸方（あるいは両方）のどち

らにするか選択します。 

⑧ 複数科目選択 
呼出帳簿「仕訳日記帳」の条件となる勘定科目が複数ある場合に設定します。 

補助科目は設定できません。 

⑨ 金額 呼出帳簿「仕訳日記帳」の条件となる金額範囲を設定します。 

⑩ 
摘要 

取引先 

呼出帳簿「仕訳日記帳」の条件となる摘要、および取引先を選択、あるいは文

字入力します。 

文字入力の場合「部分一致」で検索が行われます。 

 

 

８、会計監査 

8­1 データ監査 

③ 各項目について（F6 項目追加） 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 
⑥ 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

⑦ 

⑪ 

⑫ 

⑬ 

⑮ 

⑭ 
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⑪ 
摘要未入力 

取引先未入力 

摘要、および取引先が未入力（＝空欄）であることを条件とする場合にチェ

ックを入れます。 

摘要欄、取引先欄に検索文言が入っている場合はチェックができません。 

⑫ 消費税 

呼出帳簿「仕訳日記帳」の条件となる消費税区分、あるいは税率を選択しま

す。 

いずれか一方のみの選択とすることも可能です。 

⑬ 経過措置区分 呼出帳簿「仕訳日記帳」の条件となるインボイス経過措置区分を選択します。 

⑭ 部門 呼出帳簿「仕訳日記帳」の条件となる部門を選択します。 

⑮ 科目選択 呼出帳簿「元帳」の条件となる勘定科目/補助科目を選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８、会計監査 

8­1 データ監査 

「絞り込み検索」としての活用 

［F6 項目追加］で作成する項目は仕訳日記帳の「絞り込み検索」と同様の活用ができます。 

また、複数の勘定科目が指定できるため、仕訳日記帳では絞り込めない検索条件も設定するこ

とが可能です。 
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 ■ 修正・削除などの仕訳履歴情報検索 

■ 履歴情報の修正、削除不可 

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

① 更新年月日 仕訳の登録や修正が行われた期間を指定します。 

② 仕訳日付 仕訳日付を指定します。 

③ 登録 No 仕訳の登録 No を指定します。 

④ 担当者区分 

仕訳の登録や修正を行った担当者区分を指定します。 

AO＝会計事務所担当者 EU＝顧問先担当者   

双方にチェック「あり」「なし」いずれも、AO/EU 双方が対象となります 

 

 

８、会計監査 

8­2 仕訳変更履歴一覧 

① 各項目について（絞り込み条件） 

● 

① ② ③ 

④ ⑤ ⑥ 
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⑤ 担当者 
仕訳の登録や修正を行った担当者を絞り込む場合入力します。 

絞り込みは部分一致で行われます。 

⑥ 仕訳履歴 

特定の仕訳履歴で絞り込む場合にチェックを入れます。複数のチェックを入

れることはできません。 

［登録］登録後に修正・削除が行われていない。 

［修正］登録後に修正が行われている。削除は行われていない。 

［削除］登録、あるいは修正後に削除が行われている。 

［締め後処理］登録/修正/削除が月次締め処理の解除後に行われている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８、会計監査 

8­2 仕訳変更履歴一覧 

履歴が追加されるタイミング 

履歴は仕訳が登録された時点から残されます。 

登録後は帳簿入力メニューで修正や削除が行われた都度、自動的に履歴として新しい行が追加さ

れ、日付や内容だけでなく実行担当者等を時系列で確認することが可能です（変更履歴として自動

追加される項目は次ページに掲載しております）。 

1 つの仕訳を複数回変更した場合は、同じ登録 No の変更履歴がその回数分だけ複数行蓄積されるこ

とになります。 
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① 
変更日 

時刻 
変更（登録/修正/削除）が行われた年月日、時刻が表示されます。 

② 
仕訳履歴 

担当 

■仕訳履歴（下記 6種） 

〔登録〕新規登録 

〔修正〕内容を修正して登録 ※付箋添付含む 

〔削除〕削除 

〔締め後追加〕月次締め処理解除後に新規登録 

〔締め後修正〕月次締め処理解除後に修正登録 

〔締め後削除〕月次締め処理解除後に削除 

■担当者 

仕訳履歴の操作を実行した担当者の区分（AO/EU）と名称が表示されます。 

③ 
日付 

登録 No 

■日付 

仕訳日付が表示されます。修正された場合は修正後の日付となります。 

■登録 No 

仕訳の登録 No が表示されます。 

各種変更が行われた場合においても初回登録時の値が表示されます。 

 

 

８、会計監査 

8­2 仕訳変更履歴一覧 

② 各項目について（履歴一覧） 

① ② ③ ④ 

⑤ 
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④ 
借方科目 

～証 No 
変更（登録/修正/削除）が行われた仕訳の内容が表示されます。 

⑤ 仕訳件数 

絞り込み条件に合致し、表示対象となった仕訳の件数が表示されます。 

1 つの仕訳において変更分が複数件カウントされますので、仕訳日記帳など

で確認する実際の仕訳本数とは異なります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８、会計監査 

8­2 仕訳変更履歴一覧 

更新年月日と仕訳日付 

仕訳変更履歴は、設定した絞り込み条件の全てに合致するものが表示されます。 

「更新年月日」「仕訳日付」をいずれも設定する場合はご注意下さい。 

 

 

＜例＞ 

更新年月日 2024/3/1～2024/3/31 ＝システムで仕訳を変更（登録/修正/削除）した日付 

仕訳日付 2024/1/1～2024/3/31 ＝取引が発生した日付 

        ↓ 

2024/3 月に変更した 1月分の仕訳 ○ 取引発生日から期間を経過した後に登録された仕訳に

ついても、更新年月日（および登録 No）をベースに履

歴が作成・管理されます。 2024/1 月に変更した 1月分の仕訳 × 

 

履歴が追加される対象期間は、システム上の事業年度、課税期間「当期」の期首年月日以降 24 ヶ月

間となります。 

この期間に登録・修正・削除されたすべての仕訳の内容が履歴として残され、更新年月日等の条件

を指定して随時検索・出力を行うことが可能です。 

 

また、過年度の仕訳についても［年度切替］機能により、当期と同様の方法で随時検索・出力を行

うことが可能です。 
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 ■ 対象月の仕訳変更（登録、修正、削 

 除）のロック、およびロック解除 

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

(1)  対象とする月にチェック

を入れます。 

チェックを入れるとメッ

セ ー ジ が 表 示 さ れ ま

す。 

 

複数月を対象とする場

合は、その最終月をチ

ェックします。 

(2)  メッセージに対し「はい」

を選択します。 

 

完了すると、最終締め

年月日と締め処理担当

者が表示されます。 

 

 

８、会計監査 

8­3 月次締め処理 

① 締め処理の実行 

● 
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(1)  対象とする月のチェック

を外します（以降の月

の チ ェ ッ ク が 外 れ ま

す）。 

(2)  メッセージに対し「はい」

を選択します。 

 

解 除 さ れ た 月 に お い

て、最終締め年月日と

締め処理担当者の表

示は残ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８、会計監査 

8­3 月次締め処理 

② 締め処理の解除 

締め処理とは 

月次締め処理が行われた月は、仕訳の新規登録、修正、削除を行うことができなくなります。 

 

月の監査が終了し、取引内容、残高が確定した際に実行する運用を想定しております。 

監査担当者以外が実行や解除を行えないように、メンテナンス-会社情報設定［担当者権限設定］、

［利用者権限設定］で利用制限をしておくことをおすすめします。 

 

なお、システム上の「翌期」にあたる月では実行できません。 
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 ■ 当期の決算予測 

■ 利益予測に基づいた納付税額予測 

■ 決算対策のシミュレーション 

■ 消費税納付額予測 

  

  

  

  

  

 

 

 

(1)  任意のパターン名を入

力し、予測開始月を選

択します。 

 

既にパターンが登録さ

れている場合は［新規

パターン作成］をクリッ

クして進めます。 

(2)  開始月の前月までの実

績が集計されます。 

 

［売上高］ 

［仕入高・外注費］ 

［人件費・労務費］ 

［その他経費］ 

それぞれの予測方法を

選択します。 

 

 

９、決算処理 

9­1 決算予測 

① 予測パターンの新規作成 

● 
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(3)  ［予測開始］をクリックし

ます。 

(4)  予測値が集計されます

ので、各タブの内容を

調整のうえ［F2 登録］を

クリックします。 

 

登録されたパターンは

「パターンリスト」から選

択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９、決算処理 

9­1 決算予測 

決算予測とは 

決算予測は 4つのタブで構成されており、決算前検討会で活用することを想定したメニューです。 

決算までの予測損益を算出し、仮決算、節税対策など納税額のシミュレーションを行います。 

 

タブ 内容 

予測損益 
決算月までの予測損益を「移動平均法」あるいは「前年対比法」で算出し、仮決算を行い

ます。 

予測税額 予測損益タブで算出した結果をもとに法人税ほかの予測税額を算出します。 

決算対策 節税対策などを行い、最終的な納税額をシミュレーションします。 

消費税 予測損益タブで算出した結果をもとに消費税の予測税額を算出します。 
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(1)  対象とする科目にカー

ソルがある状態で［仮

決算］をクリックします。 

(2)  「決算項目」 

「増/減」 

「金額」 

それぞれ選択、入力し

［F2OK］をクリックしま

す。 

 

(3)  入力した金額が仮決算

に反映され、対象とした

科目の決算予測額に

加算/減算されます。 

 

９、決算処理 

9­1 決算予測 

② 仮決算額の入力（予測損益タブ） 
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① パターンリスト 
既に登録されているパターンが選択可能です。 

登録件数の上限は「10」です。 

② パターン名 任意のパターン名を入力します。 

③ 予測開始月 予測期間の開始月を選択します。※最大 3か月間 

④ 前回予測日 直近の予測日（F2 登録を行った日）が表示されます。 

⑤ 
売上高 

 ～その他経費 

予測損益の算出方法を「移動平均法」「前年対比法」いずれかから選択しま

す。 

⑥ 残高ゼロ表示する 
チェックを外すと、残高のない勘定科目が表示されなくなります（初期値＝

チェックあり）。 

⑦ 種別 集計表示の種別を選択します（初期値＝明細）。 

⑧ 科目名 
損益科目、製造原価科目が表示されます。 

補助科目の集計はできません。 

⑨ 実績累計 予測開始月の前月までの残高合計が集計されます。 

⑩ 予測期間（yyyy/mm） 
設定した算出方法に基づく予測損益が集計されます。 

直接入力も可能です。 

⑪ 仮決算 ［仮決算］ボタンから入力した金額が表示されます。 

 

 

９、決算処理 

9­1 決算予測 

③ 各項目について（予測損益タブ） 

① ② ③ ④ 

⑤ 
⑥ ⑦ 

⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ 
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⑫ 決算予測額 

「実績累計」「予測損益」「仮決算」の合計が集計され、この値を用いて予測

税額の算出が行われます。 

直接入力はできません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９、決算処理 

9­1 決算予測 

移動平均法と前年対比法 

 

 

 

＜移動平均法＞ 

 直近 3ヶ月間の実績値(および予測値)から予測損益を算出。 

  （例）決算月 12 月、予測開始月 10 月の場合。 

実績月 予測対象月 

０７月 ０８月 ０９月 １０月 １１月 １２月 

Ａ Ｂ Ｃ Ｘ Ｙ Ｚ 

 

 

 

 

 

 

 

＜前年対比法＞ 

 実績累計（＝予測開始前月までの実績値）と前年同期の実績累計を対比して予測損益を算出。 

  （例）決算月 12 月、予測開始月 10 月の場合。 

 

当期実績値累計 ÷ 前年同期の実績値累計 ＝ α（比率） 

 

 

      10 月[X]＝（07 月[A]＋08 月[B]＋09 月[C]）÷３ 

予測損益  11 月[Y]＝（08 月[B]＋09 月[C]＋10 月[X]）÷３ 

      12 月[Z]＝（09 月[C]＋10 月[X]＋11 月[Y]）÷３ 

      10 月＝前期 10 月の単月実績値 ×α 

予測損益  11 月＝前期 11 月の単月実績値 ×α 

      12 月＝前期 12 月の単月実績値 ×α 
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(1)  ［税率設定］をクリックし

ます。 

 

※法人のみ 

(2)  「法人税」 

「事業税」 

「特別法人事業税」 

「都道府県民税」 

「市町村民税」 

それぞれの税率等を確

認調整し［F2OK］をクリ

ックします。 

 

※法人のみ 

 

(3)  所得の調整金額（加算

/減算）を入力します。 

 

個人事業者の場合は、

事業以外の所得金額

や各種控除金額を入力

します。 

 

９、決算処理 

9­1 決算予測 

④ 予測税額の算出（予測税額タブ） 



- 221 - 

 

 

 

 

 

 

(4)  中間納付税額（個人事

業者は予定納税額）が

ある場合は金額を入力

します。 

(5)  ［F2 登録］をクリックしま

す。 

 

登録を行わず、他のタ

ブの入力へ進んでも問

題ありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９、決算処理 

9­1 決算予測 
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(1)  「決算対策案」と「金額」

を入力します。 

必要に応じてメモも入

力します。 

(2)  入力した金額に基づく

最終的な予測税額が、

「決算対策後」欄に算

出されます。 

(3)  ［F2 登録］をクリックしま

す。 

登録を行わず、他のタ

ブの入力へ進んでも問

題ありません。 

 

９、決算処理 

9­1 決算予測 

⑤ 決算対策の作成（決算対策タブ） 
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① 科目名 消費税計算対象の勘定科目が表示されます。 

② 実績累計 
予測開始月の前月までの実績値が［標準税率分］と［軽減税率分］に分かれて

集計されます。 

③ 期間予測 
予測損益タブで算出された予測値が［標準税率分］と［軽減税率分］に分かれ

て集計されます（修正可能）。 

④ 年予測額 実績累計と期間予測の合計が表示されます。。 

⑤ 消費税額 ［標準税率分］［軽減税率分］それぞれの消費税額が集計されます。 

⑥ 残高ゼロ表示する 
チェックを外すと、残高のない勘定科目が表示されなくなります（初期値＝

チェックあり）。 

⑦ 課税売上に係る消費税額 
「収益科目 計」「資産売却 計」「その他 計」の合計消費税額が集計されま

す。 

⑧ 課税仕入に係る消費税額 「費用科目 計」「資産購入 計」の合計消費税額が集計されます。 

⑨ 輸入仕入に係る消費税額 輸入取引がある場合に金額を入力します。 

⑩ 課税売上割合 
新規パターン作成時に自動集計されます。 

必要に応じて任意の値へ変更入力します。 

⑪ 課税売上割合の使用 課税売上割合を使用して税額を予測する場合「する」にチェックを入れます。 

 

 

９、決算処理 

9­1 決算予測 

⑥ 各項目について（消費税タブ：一般課税） 

① ② 
③ 
④ 

⑤ 

⑥ 
⑦ 
⑧ 
⑨ 

⑩ 
⑪ 

⑫ 
⑬ 
⑭ 



- 224 - 

 

 

 

 

 

 

⑫ 予測消費税額 

■課税売上割合の使用「しない」 

「課税売上に係る消費税」－「課税仕入に係る消費税」－「輸入仕入に係る消

費税」 

■課税売上割合の使用「する」 

「課税売上に係る消費税」－（（「課税仕入に係る消費税」＋「輸入仕入に係

る消費税」）×課税売上割合） 

⑬ 中間納付税額 中間納付額、予定納税額がある場合に入力します。 

⑭ 予測納付税額 予測消費税額から中間納付額を引いた最終額が表示されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９、決算処理 

9­1 決算予測 
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① 科目名 
売上（および資産売却）に関連する勘定科目が［標準税率分］と［軽減税率

分］に分かれて表示されます。 

② 実績累計 
予測開始月の前月までの実績値が集計されます。 

［標準税率］、［軽減税率］いずれにも当たらない実績値は集計されません。 

③ 期間予測 
予測損益タブで算出された予測値が集計されます（修正可能）。 

［標準税率］、［軽減税率］いずれにも当たらない実績値は集計されません。 

④ 年予測額 実績累計と期間予測の合計が表示されます。。 

⑤ 消費税額 
年予測額の合計に基づいた消費税額が［標準税率分］［軽減税率分］それぞれ

で集計されます。 

⑥ 課税売上に係る消費税額 ［標準税率分］［軽減税率分］の消費税額合計が表示されます。 

⑦ みなし仕入額 事業区分ごとのみなし仕入税率の合計が表示されます。 

⑧ 予測消費税額 課税売上に係る消費税額からみなし仕入額を引いた額が表示されます。 

⑨ 中間納付額 中間納付額、予定納税額がある場合に入力します。 

⑩ 予測納付税額 予測消費税額から中間納付額を引いた最終額が表示されます。 

⑪ 残高ゼロ表示する 
チェックを外すと、残高のない勘定科目が表示されなくなります（初期値＝

チェックあり）。 

 

 

９、決算処理 

9­1 決算予測 

⑦ 各項目について（消費税タブ：簡易課税） 

① ② 
③ 
④ 

⑤ 

⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 

⑪ 
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 ■ 決算修正仕訳の入力 

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

(1)  任意の対象年月をクリ

ックします。 

対象年月の末日の入

力行が表示されます。 

 

仕訳日付は末日のまま

変更できません。 

F2 登録後も同様です。 

(2)  通常の仕訳日記帳と同

じ方法で仕訳を入力し

［F2 登録］をクリックしま

す。 

 

登録仕訳の左列には

決算仕訳のマークが入

ります。 

 

 

 

９、決算処理 

9­2 仕訳日記帳（決算修正） 

① 決算修正仕訳の入力 

● 
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(1)  ＜対象メニュー＞ 

仕訳日記帳 

現金出納帳 

銀行帳 

総勘定元帳・補助元帳 

会計伝票 

(2)  対象とする仕訳の左端

をダブルクリックし「伝

票ジャンプ」を行いま

す。 

 

会計伝票メニューでは

ジャンプ不要。 

(3)  ［F11 決算修正］をクリッ

クします。 

 

システム上の［翌期］に

あたる仕訳では実行で

きません。 

 

９、決算処理 

9­2 仕訳日記帳（決算修正） 

② 通常仕訳を決算修正仕訳へ変更（会計帳簿メニュー） 
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(4)  メッセージに対し「はい」

を選択します。 

 

仕訳日付は当月の末

日に変更されます。 

(5)  ［F2 登録］をクリックし、

元メニューへ戻ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９、決算処理 

9­2 仕訳日記帳（決算修正） 

決算修正仕訳を通常仕訳へ変更する場合も同様 

決算修正仕訳を通常仕訳へ変更する場合も伝票画面［F11 決算修正］で対応が可能です。 

この場合、仕訳日付はいったん末日のままになりますが別日付へ修正が可能です。 
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 ■ 決算修正仕訳（複合仕訳）の入力 

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

(1)  任意の対象年月をクリ

ックします。 

 

仕 訳 日 付 は末 日 と な

り、変更できません。 

F2 登録後も同様です。 

(2)  通常の会計伝票と同じ

方法で入力し［F2 登録］

をクリックします。 

 

登録伝票には決算仕

訳 の マ ー ク が 入 り ま

す。 

 

 

 

９、決算処理 

9­3 会計伝票（決算修正） 

① 決算修正仕訳（複合仕訳）の入力 

● 
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９、決算処理 

9­3 会計伝票（決算修正） 

CASH RADAR PB システムにおける「決算修正仕訳」 

■仕訳の年月日 

決算月以外の月でも決算修正仕訳の作成は可能です。仕訳日付は対象とした月の「末日」が適用

されます。 

 

■仕訳残高集計の動作 

仕訳日記帳の検索や、月次試算表の集計で決算修正仕訳を絞り込む（あるいは除外する）ことが

可能です。 

また、精算表メニューに連動します。 
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 ■ 決算修正仕訳入力後の残高変動を 

 確認 

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

① 対象年月 出力対象とする月を選択します。単月のみ選択可能です。 

② 補助科目行を出力する 補助科目を出力しない場合はチェックを外します。 

 

 

 

 

 

 

 

９、決算処理 

9­4 精算表 

① 各項目について 

● 

② 

① 
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 ■ 決算書（貸借対照表ほか）の作成 

■ 株主資本等変動計算書の作成 

■ 個別注記表の作成 

■ 電子申告（e-Tax）用の財務諸表 

 CSV ファイル作成 

■ 個人事業者は操作不可 

  

  

  

 

 

 

 

① 対象期間（年月） 作成・出力対象とする期間を選択します。単月のみの選択はできません。 

② 表紙 
決算報告書の表紙に印字する情報を入力します。 

会社名/住所は、メンテナンス［会社情報設定］の内容が初期表示されます。 

③ タイトル 
各報告書（個別注記表を除く）の名称を入力します。 

また、利益関連の集計項目における赤字の場合の名称を入力します。 

 

 

 

９、決算処理 

9­5 決算報告書 

① 各項目について（表紙・タイトルタブ） 

● 

① 

② 

③ 
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(1)  「差額」が生じている純

資産科目について変動

金額を入力します。 

 

変動事由がない場合は

［F6 行挿入］で新規作

成します。 

(2)  ［F2 登録］をクリックしま

す。 

 

なお、差額がある状態

でも登録は可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９、決算処理 

9­5 決算報告書 

② 株主資本等変動計算書の作成（株主資本等変動計算書タブ） 

残高の連動 

期中に発生した変動額（＝仕訳残高）は株主資本等変動計算書に連動しません。 

 

期首残高［Ａ］と期末残高［Ｂ］は残高が連動し、［Ａ］と［Ｂ］の差

額が［Ｚ］になる。 

差額［Ｚ］は期中に登録された仕訳の残高（＝変動額）であるが、

この変動額は連動しないため変動事由欄に直接入力し［Ｚ］をゼ

ロにする。 

対応する変動事由がない場合は［F6 行挿入］で追加する。 

Ａ 

Ｂ 
Ｚ 
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(1)  各注記項目をクリック

し、内容を入力します。 

(2)  出力対象とする項目に

チェックを入れ、［F2 登

録］をクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９、決算処理 

9­5 決算報告書 

③ 個別注記表の作成（注記事項タブ） 

医療法人の決算報告書 

業種が［法人(医療)］会社データでは一般法人とタブ名称などが異なります。 

＜タブ名称＞ 

法人(一般)(建設) 法人(医療) 

株主資本等変動計算書 純資産変動計算書 

注記事項 注記表・財産目録 

 

また、医療法人では画面上部に[医療損益科目設定]ボ 

タンが表示されます。 

各損益科目について事業分類と事業費用を設定します。 
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(1)  ［決算報告書印刷］をク

リックします。 

(2)  出力形式や対象帳票を

選択し［F2OK］をクリッ

クします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９、決算処理 

9­5 決算報告書 

④ 決算報告書の出力 
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① 決算書の種類 

勘定式／報告式／二期比較いずれかを選択します。 

医療法人では「医療法人用決算書で出力する」の選択が可能です。選択した

場合は勘定式のみの出力となります。 

② 
株主資本等変動計算書の

形式 

横／縦いずれかを選択します。 

縦形式では任意積立金の明細を出力する事が可能です。 

③ 出力帳票 

出力する帳票を選択します。 

決算書の種類が［報告式］の場合は「販売費及び一般管理費明細書」を選択す

ることはできません。 

④ 純資産の部の表示 
貸借対照表の純資産の部に表示させる項目を選択します。 

医療法人では選択できません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９、決算処理 

9­5 決算報告書 

⑤ 各項目について（決算報告書印刷） 

① 

② 

③ 

④ 



- 237 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)  ［電子申告用ファイル作

成］をクリックします。 

(2)  業種を選択し［F2OK］を

クリックします。 

 

■一般商工業 

  PBS[法人（一般）]  

■建設 

  PBS[法人（建設）] 

■社会医療法人 

  PBS[法人（医療）] 

(3)  貸借対照表、損益計算

書、製造原価報告書の

タブで、勘定科目のマッ

チングを確認、設定し

［F2OK］をクリックしま

す。 

 

９、決算処理 

9­5 決算報告書 

⑥ 電子申告用 CSV ファイルの作成 



- 238 - 

 

 

 

 

 

 

(4)  CSV 出力する財務諸表

を選択し［F2OK］をクリ

ックします。 

(5)  保存先フォルダを選択

し［保存］をクリックしま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９、決算処理 

9­5 決算報告書 

作成されるファイル 

 
～例：出力対象を「貸借対照表」のみ 

とした場合の CSV ファイル 

CASH RADAR PB システムの会社略称と会社名称 

e-Tax の様式 ID_バージョン_財務諸表名(◆)_ ※変更不可 

（◆）PBS で出力対象を複数選択した場合はカットされる 
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(1)  会計監査タブ【月次締

め処理】を実行します。 

 

１０、申告書ファイルの作成（達人連動） 

10­1 達人連動 

達人連動とは 

「達人連動」は、CASHRADAR PB システムに登録されている財務データを、NTT データ社の申告書作

成ソフト〔達人シリーズ〕用の中間ファイル（.xml）へ変換するメニューです。  

 

 

 

 

 

 

 

 

達人シリーズ インポート対象 

消費税の達人 消費税申告書 

内訳概況書の達人 決算内訳書 事業概況書 

法人税の達人 決算書（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、注記表） 

所得税の達人 青色申告決算書 

年調・法定調書の達人  源泉徴収票 源泉徴収簿 法定調書合計表 

年調・法定調書の達人は給与メニュー 

 

① 中間ファイルの作成 

● 
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(2)  会計の業務メニュー画

面上部から［業務(G)］-

［会計(Z)］-［達人連動］

を選択します。 

 

 

(3)  各申告書の初期設定を

行います。 

 

 

(4)  中間ファイルを作成す

る申告書にチェックを入

れます。 

 

 

 

１０、申告書ファイルの作成（達人連動） 

10­1 達人連動 
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(5)  必要に応じてファイル

名、パス（保存先フォル

ダ）を変更し、［F2 実行］

をクリックします。 

(6)  設定したパス（＝フォル

ダ）に中間ファイルが作

成されます。 

この中間ファイルを「達

人シリーズ」へインポー

トします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０、申告書ファイルの作成（達人連動） 

10­1 達人連動 

作成されるファイル 

 

 

 

ファイル名称は［PBS の会社略称］_［PBS の会社名称］_［申告書の名称］となります。 

変更可能です（ただし、拡張子 xml は変更不可）。 
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① ユーザー種別 基本情報設定で選択した業種に基づき法人／個人が表示されます。 

② 課税期間 
当期の事業年度が表示されます。 

中間申告や短期確定申告等を行う場合、事業年度の範囲内で変更が可能です。 

③ 免税期間 

事業年度中に免税事業者だった期間がある場合、「あり」を選択し、その期間

を入力します。 

※該当期間の課税売上高を集計して中間ファイルに出力します。 

④ 課税方式 
貸借対照表の純資産の部に表示させる項目を選択します。 

医療法人では選択できません。 

⑤ 2 割特例の適用 
2 割特例（インボイス発行事業者となる小規模事業者に対する負担軽減措置）

の制度を利用する場合、「あり」を選択します。 

⑥ 旧税率適用課税資産 旧税率(8%・5%)の取引がある場合は「あり」を選択します。 

⑦ 仕入控除明細（個人） 
仕入控除の対象となる所得の区分を選択します。 

ユーザー種別＝個人の場合のみ項目が表示されます 

 

 

 

 

 

１０、申告書ファイルの作成（達人連動） 

10­1 達人連動 

② 各項目について（消費税申告書設定） 

① 

③ 

② 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 
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① 千円未満端数処理 切り捨て／切り上げ／四捨五入から選択します。 

② 概況書の項目名 NTT データ［内訳概況書の達人］における項目・科目が表示されます。 

③ 対応科目 
“概況書の項目名”にマッチする PBS 側の項目・科目が表示されます。変更

はできません。 

④ 対応科目割付 

“概況書の項目名”にマッチする PBS 側の科目が表示されます。［科目選択］

ボタンから追加、削除が可能です。 

ただし、すでに対応科目、および対応科目割付に表示されている科目を追加

することはできません。 

⑤ 科目選択 
“対応科目割付”に科目を追加、削除する場合に、該当行にカーソルがある

状態でクリックします。 

⑥ 設定初期化 対応科目割付の内容をシステム初期状態へ戻す場合にクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

１０、申告書ファイルの作成（達人連動） 

10­1 達人連動 

③ 各項目について（事業概況書設定） 

① 

② ③ ④ 

⑥ ⑤ 
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１０、申告書ファイルの作成（達人連動） 

10­1 達人連動 

④ 各項目について（決算書設定） 

NTT データ［法人税の達人］における決算書設定 

決算書設定では、NTT データ【法人税の達人】における［決算書の作成］-［決算書の設定］メニュ

ーと同じ内容を選択・設定して下さい。 
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① 所得区分 

作成する決算書の所得区分を選択します。 

・営業所得  ・その他所得 

・不動産所得 ・農業所得 

② 青色決算書の項目名 NTT データ［所得税の達人］における項目・科目が表示されます。 

③ 対応科目 
“青色決算書の項目名”にマッチする PBS 側の項目・科目が表示されます。

変更はできません。 

④ 対応科目割付 

“青色決算書の項目名”にマッチする PBS 側の科目が表示されます。［科目

選択］ボタンから追加、削除が可能です。 

ただし、すでに対応科目、および対応科目割付に表示されている科目を追加

することはできません。 

⑤ 科目選択 
“対応科目割付”に科目を追加、削除する場合に、該当行にカーソルがある

状態でクリックします。 

⑥ 設定初期化 対応科目割付の内容をシステム初期状態へ戻す場合にクリックします。 

 

 

 

 

 

１０、申告書ファイルの作成（達人連動） 

10­1 達人連動 

⑤ 各項目について（青色決算書設定） 

⑥ ⑤ 
① 

② ③ ④ 
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決算処理後、1期先の年度のデータ入力を始める場合に「翌期更新」を実行します。 

翌期更新により、データ削除および入力制御が行われる期が生じますのでご注意ください。 

 

＜注意点①会計データの削除＞ 

 更新後の［当期］から［4期前］にあたる期の会計データは、翌期更新の実行により削除されます。 

 あらかじめ、各帳票を PDF や CSV ファイルとして保存をしておいてください。 

 

＜注意点②入力の制御＞ 

 翌期更新により［前期（および前期以前）］となった会社データにおいて、各種帳簿データおよびマスタ 

データの追加・修正・削除を行うことはできません。 

また、更新後の当期・翌期に入力した各種帳簿データおよびマスタデータを、過年度データへ反映させることも 

できません。 

 

翌期更新 前  翌期更新 後 

入力 閲覧   入力 閲覧  

○ ○ 翌期  ○ ○ 翌期（新） 

○ ○ 当期  ○ ○ 当期 

× ○ 前期  × ○ 前期 

× ○ 前々期  × ○ 前々期 

× ○ ３期前  × ○ ３期前 

    － － 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１、事業年度の翌期更新 

11­1 翌期更新 

① 翌期更新の注意点 

会計データの保持年数 

CASH RADAR PB システムでは「当期」「翌期」、および「前期」「前々期」「3期前」の計 5カ年分

の会計データを保持することができます。 

ただし、オプションサービス『CASH RADAR PB システム ダーウィン版』をご利用の場合は、最大

「12 カ年」(翌期・当期＋10 期前まで)の会計データを保持することができます。 

 

『ダーウィン版』の導入につきましては、株式会社エヌエムシイまでご相談下さい。 

PB システム「ダーウィン版」 

お問い合わせ 

TEL：03-5354-5201（営業担当） 

Mail：sales@nmc-van.co.jp 
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(1)  会計監査タブ【月次締

め処理】を実行します。 

(2)  他メニューをすべて閉

じ、会計の業務メニュー

画 面 上 部 か ら ［ 業 務

(G)］-［会計(Z)］-［翌期

更新］を選択します。 

 

 

(3)  更新前/更新後事業年

度、および削除される

事業年度を確認の上

［F2 実行］をクリックしま

す。 

 

１１、事業年度の翌期更新 

11­1 翌期更新 

② 翌期更新の実行 

● 
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(4)  確認ダイアログに対し

［はい］を選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会計データの保持 

翌期更新の実行において前期分として保持されるデータの対象は、当期事業年度中に登録された

すべての帳簿となります。 

更新時および更新後にこれら対象データの内容を変更することはできません。 

更新により前期分となったデータは、年度切替機能（次ページ掲載）により、随時速やかに検

索・閲覧・出力を行うことが可能です。 

 

また、更新データはセンターサーバで保持されるため、お客様端末においてのデータバックアッ

プは原則不要です。 

１１、事業年度の翌期更新 

11­1 翌期更新 
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(1)  会計の業務メニュー画

面上部［ファイル(F)］-

［年度切替］の順にクリ

ックし、切り替えたい過

去年度を選択します。 

 

 

(2)  確認ダイアログに対し

［はい］を選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２、過年度データの閲覧 

12­1 年度切替 

① 年度切替の実行 

年度切替とは 

年度切替は前期以前の会計データを閲覧・出力するための機能です。 

実行をすると会計の全てのメニューの内容が切り替えた事業年度のものになり、当該年度の範囲

における閲覧・出力、検索などを行うことができます。 

追加・修正・削除を行うことはできません。 

 

「当期」へ戻す場合はあらためて年度切替を行います(あるいは会計メニューを一旦終了)。 
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過年度データは「閲覧・出力」のみの操作が有効となります。 

閲覧・出力の対象データは各年度とも［翌期更新］を行った時点のものであり、翌期更新後に入力さ 

れた最新の帳簿データおよびマスタデータは過年度データには反映されません。 

 

過年度データで実行できない機能 
・データの新規登録。 

・登録済みデータの変更・修正・削除（補足②のとおり例外あり）。 

過年度データで実行できる機能 
・登録済みデータの閲覧、出力 

・登録済みデータの検索（仕訳日記帳、総勘定元帳・補助元帳など） 

＜補足①＞過年度データで選択自体できないメニュー 

〔翌期更新〕〔給与データ取り込み〕〔決算予測〕〔仕訳日記帳(決算修正)〕〔会計伝票(決算修正)〕 

〔データ監査〕〔入出金予定表〕〔達人連動〕 

＜補足②＞過年度データでも変更が可能な項目  ※ いずれも他の年度には反映されません。 

〔基本情報設定〕帳票設定      〔科目設定〕資金繰り項目、変動損益項目 

〔期首残高登録〕部門別残高登録   〔受取手形帳〕〔支払手形帳〕手形決済な   

〔部門設定〕従業員数、配賦パターン、科目別配賦設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２、過年度データの閲覧 

12­1 年度切替 

② 過年度データの機能制限 

データの速やかな切り替え 

CASH RADAR PB システムでは、当期データ（進行年度データ）と過年度データが同じデータセン

ターに保存されております。 

これにより、当期データと過年度データの切り替えは外部ディスクなどの保存媒体を経由するこ

となく実行することが可能です。 

 

切り替えられた過年度データは進行年度のデータと同様に動作しますので、随時速やかに仕訳帳

簿の検索・閲覧・出力を行うことが可能です。 

（ただし、追加・修正・削除は行えません）。 
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CASH RADAR PB システム会計は、電子帳簿保存の各種要件に適応しております。 

訂正/削除履歴の確保（帳簿） 相互関連性の確保（帳簿） 

関係書類等の備付け 見読可能性の確保 

検索機能の確保  

 

帳簿の電磁的記録による保存の承認にあたっては、当システムの運用に際し、「電子計算機処理に関する 

事務手続の概要を明らかにした書類」および「電磁的記録の備付け及び保存に関する事務手続きを明らか 

にした書類」を整備する必要がございます。 

 

 ■システム動作環境（2024 年 11 月現在） 

電子帳簿保存法に基づき、過年度分を含む各帳簿データの表示・検索をディスプレイおよび書面に速やかに実行 

するための機器環境要件です。 

メモリ容量 2GB 以上を推奨 

日本語 OS 
Windows11（S モード除く） 

Windows10 Version 22H2 以降（Sモード除く)（32 ビット除く） 

ディスプレイ解像度 1280 × 768 以上 必須 

HDD 容量 
50MB 以上の空き容量 

（ただし、下記必須ソフトウェアインストール済みの場合） 

日本語入力システム Microsoft IME 

インターネット接続 ADSL 以上 

必須ソフトウェア 
ランタイムライブラリ：Microsoft「.NET Framework4.8」以上 

印刷ファイル閲覧：Adobe Acrobat Reader 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２、過年度データの閲覧 

12­1 年度切替 

③ 電子帳簿保存対応について 
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CASH RADAR PB システム 
「会計」操作の手引き 

 

 

  

 

2024年 12月 01日第 6版発行 

 

※本書に記載された内容は、予告なく変更される場合があります。 

※無断複製および転載を禁止します。 

 

編集・発行所 
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